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Murþ b1, u f)eilcT6uT印刷OCTb， HayRa, 1985 (アー・オルフエノフ『日本。労働者の経営参加。神
話と現実.Jl，ナウカ出版， 1985年)の全訳である。目次からわかるように，本書は序論と 3 つ
の章そして結論から成り，現代日本の経営参加が，多数の日本の資料にもとづいて，論じられ
ている。その内容の詳細な評価は本書を読んだ人々にまかせることにして，ここではとりあえ
ず簡単にその内容を紹介しておくことにする。序論では，資本主義社会の様々な政治勢力の，
「経営参加」に対する態度が分折され，それがマルクス・レーニン主議の立場から評価されて
いる。第 1 章では，日本の独占資本が提唱している「経営参加」プログラム，中小企業経営者
の「参加」への態度，この問題に対する社会改良主義者の立場，労働者の権利拡大をめざす進
歩的勢力の闘争，が論じられている。第 2 章では，日本の労資関係システムがとりあげられそ
の近代化の具体的方途が検討されている。第 3 章では(職場レベルから国民経済レベルにいた
る) I経営参加」の事例がとりあげられその実態が詳細に検討されている。そして結論では，
権利拡大をめざす労働者階級や労働組合が直面している理論的および実践的問題が論じられ，
西ヨーロッパの経験と比較対照させられてその解決の途がさぐられている。
このような内容をもっ本書全体を通じて，オルフェノフは(彼自身のsummaryによれば)つ
ぎのことを主張している。
1. I経営参加」は日本の労資関係システムを構成する重要な部分であり，その役割が益しつ
つあること。
2. 日本の独占資本は「参加」推進に非常に積極的であること。なぜならば，これによって日
本企業は利潤量を増やし競争力を強めると同時に，労資対立の緩和に成功しているからであ
る。
3. 独占資本l乙推進された「経営参加」は日本の労働者の階級的利害に対立していること。
「ブーム」としての「経営参加」や「日本的経営」が過ぎ去りその冷静な評価がもとめられて
いる現在，このオルフェノフの著作は少なからざる意義をもっているのではないだろうか。
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序 論
日本を含めた発達した資本主義諸国では，今日，労働者の経営参加が労資関係システムの最
も本質的な要素の 1 つとなっている。その具体的なあらわれはそれぞれの固において様々であ
るが，一連の共通な契機を示しその過程の一連の合法則性を究明することは可能である。経営
参加は，確かに，マルクス (K.Marx) ，エンゲルス (F. Engels) そしてレーニン (B.JIeHI:IH) 
が分折した資本主義の発達時期を特徴づけるもので、はなかった。だが，「参加」の正しい分折
の基礎はマルクス・レーニン主義(すなわち，人聞社会発達の唯一の正しい理論)でなければ
ならない。
ソ連邦共産党第26回大会党中央委員会の基本報告では，世界の現代の発達段階には「資本主
義の全般的危機のヨリ一層の尖鋭ィ白が特徴的である，と強調されている。乙れは，資本主義
体制の経済的不安定が世界的規模で強まっている乙と，階級闘争が激化していること，搾取階
級と被搾取階級との対立が深まっていること，にあらわれている。それにもかかわらず， 「緊
迫した階級闘争をなんらかの社会改革によって鎮静化しようとする試みは…成功していない叫
これらの条件下において，発達した資本主義諸国ではプロレタリアートの階級闘争の新しい
形態がうまれている。そして最近では，労働者の経営「参加」という問題が特に激しいイデオ
ロギー的そして政治的対立の対象となっている。乙の問題が前面に出てきているということは，
単に伝統的な権威主義的な資本主義管理が危機におちいっているということだけではなくむし
(1) w ソ連邦共産党26回資料集~， 1981年， 20ページ。
(2) 同上。
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ろ資本主義の基盤そのものが深刻な危機におちいっていることを示してドる。プロレタリアー
トとブ、ルジョアジーがこの問題に積極的なのはこのためであれそれぞれの階級が文字通り正
反対の目的を追求している。
労働者を社会的労働過程の管理に参加させるという考え方はかなりの歴史を有している。マ
ルクスやエンゲ、ルスが労働者階級の管理能力に多大な注目を払っていた。特に，エンゲルスは，
オット・ベーニクへの手紙のなかで，労働者の手中にある生産協同組合や消費協同組合は「ブ
ルジョアの株式会社とまったく同じようにりっぱにしかもそれよりもはるかI乙誠実lit 管理さ
れる，と述べていた。
労働者の経営参加という問題は歴史的にはなによりもまず資本家の行動に対する労働者統制
の確立という考え万と結びついている。この考え方は，レーニンによって，論文「崩壊との闘
争の経済的方策についての決議」で提起きれ， 1917年のロシアの社会主義革命の準備と成就の
時期に発達させられた。レーニンは労働者統制の原則を特徴づけて，特に，つぎのように強調
した。このような統制をおこなうためにはつぎのことが必要である。「第 1 I乙，事業から逃げ
ださなかった企業家や学問的教養のある技術者を必ず統制に参加させるとともに，すべての決
守 3定的な機関内で，労働者か一以土の多数を確保すること。第 2 に，工場委員会，中央および地4 
万の労働者・兵士・農民代表ソヴェトや，労働組合に，統制に参加する権利を与え，すべての
営業帳簿や銀行帳簿を彼らに公開し，すべての資料を提供する義務を課すこと。第 3 に，すべ
ての民主主義政党に対して，乙れと同じ権利を与える乙 42 乙の考え方の革命ロシアにおける
実現が，社会主義革命の成就，労働者階級の政治権力の維持そしてすみやかな社会主義建設に
とって，大きな意義をもっていたのであった。
だがそれとともに，すでに1920年代に， ドイツの社会民主主義者が労働者統制に関するレー
ニン学説を歪曲し，その進歩的本質を骨抜きにしてしまった。彼らは「経済民主主義」で武装
し，それがワイマール共和国の時期に幅広く実践されたのである。その結果， ドイツの労働者
階級の戦闘的革命精神は本質的に弱まり破壊されてしまった。このことがナチスの権力略奪を
許した要因の 1 つである。
同じ時期，イギリスのブ、ルジョアジーは労働運動の発展に(特にショップ・スチュワード制
の出現とその急速な発達l乙)動揺していた。彼らは企業内に「社会的協力」の雰囲気をっくり
だすことをめざしたいわゆる「ホイットリー委員会」を普及させることによって労働運動を一
掃しようと努めた。一連の経済課題の解決がこの委員会の任務であった。委員会は労働と資本
の代表者から成立していたが，前者にはなんらかの問題に関して自己の見解を述べるという全
(3) エンゲルス「オット・ベーニクへの手紙。 1890年 8 月 21 日 J ， ~マル・エン全集.1， 37巻， 380ページ。
(4) ~レーニン全集.1， 32巻， 195-196ページ。
(5) 乙れについては，ヴェ・ウリブリフト『経済民主主義ゎ 1930年を参照。
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く形式的な権利が与えられていたにすぎなかった。すべての現実的な管理テコは企業家の手中
に残されていた。大英帝国のプロレタリアートが乙の「民主主義的な」新制度に決定的に反撃
した乙とを指摘する乙とは重要である。ホイットリー計画は恥をさらしながら失敗し，ショッ
プ・スチュワード組織は今日でもイギリスの労働者の強力な武器である。
乙のようにすでに今世紀の前半において，「労働者の経営参加」というスローガンの革命的
利用や改良主義的利用そしてブ、ルジョア的利用の例を見出すことが可能である。ソヒ。エトの研
究者アー・ヴォルコフ (A. BOJlKOB) は，これと関連して，「参加とは階級関係の発達の形態で
あり，乙れは対立しあう陣営の力の相互関係に応じて非合l弓定志内会で、充たされてし142 と
強調している。資本主義の枠内の「経営参加」の理論そして実践はいくつかの観点から考察で
きる。
第 2 次大戦後，発達した資本主義諸国では「経営参加」が労資関係システムの最も重要な要
素の 1 つとなっている。労働者階級の圧力のもとであるいはブ‘ルジョアジーの策略の結果とし
てまたは社会改良主義的勢力のイニシアティブのもとで，なんらかの「参加」制度が今日，西
ドイツ，イタリア，フランス，日本，イギリス，スカンジナピア諸国そしてその他の多数の諸
国において利用されている。
現在では非常に多彩な政治勢力が「経営参加」という考え方を単に宣伝しているだけでなく
毎日の実践においても利用しているために，「参加」それ自体が，単にイデオロギー的だけで
なく経済的にもそして政治的にも，激しい階級闘争の場へと転化してしまった。それ故に，マ
ルクス主義者には，労働者統制のレーニン学説を基礎としてまた現代の資本主義の現実を考慮
に入れて「経営参加」の本質を究明し乙の問題を理論的に分折するという課題が提起きれてい
る。
発達した資本主義諸国では，現在，革命的状況は存在していないが，「経営参加」問題が議
題にあがっている。乙のような情勢下では， 1917年にロシアで実現された労働者統制の諸原則
(決定的機関で、す以上を労働者が占める乙と，すべての営業帳簿と銀行帳簿の公開等々)は不
可能であり，ソヴエトの参加はいうまでもなくありえないであろう。それにもかかわらず，多
数の研究者たちは経営参加をもとめるプロレタリアートの運動が強力に展開されていよと指
摘している。経営参加をめざす労働者階級の効果的な闘争を妨げる本質的な要因は，乙の現象
に関する統一したマルクス主義的理論が存在していない乙とである。共産党・労働者党の集団
(6) アー・ヴ、ォルコフ「生産管理 階級闘争の領域J ， <平和と社会主義の諸問題}， 1981年， .NH2, 74ページ。
(7) 11階級闘争の重要な方向。生産の民主主義統制をめざす西ヨーロッパ資本主義諸国の労働者運動~， 1970年
;アー・パイコワ『イギリスの労働組合と階級闘争~， 1976年;『資本主義諸国の労働組合と経営参加をめざ
す労働者の闘争~， 1970年;ゲー・ステパニエンコ『労働者の経営参加問題に関する西ドイツの政治闘争~，
1980年。
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理論誌〈平和と社会主義の諸問題〉とドイツ共産党幹部会のイニシアテ・ィブのもとで1980年に
西ドイツで開催されたシンポジウムでは一一乙乙でふ残念な乙とに，統一見解はうまれなか
った一一「乙の問題 (1経営参加」一一引用者)は，最近20年間に世界中で生じた新しい状況に
照らして，現在にいたるまで，理論的に充分深く研究されて乙なかっ T2，と指摘された。従
って，「経営参加」のマルクス主義的概念の構築は極めて切実な問題なのである。
乙れと関連して，いかなる現象(あるいは現象クーループ)が「経営参加」にはいるのかをな
によりもまずあきらかにすることが必要である。乙の問題を扱ったいままでの研究は極めて多
様な術語 (1経済民主主義j ， 1産業民主主義j ， 1 自主管理j ， 1労働者統制」等々)に色彩られ
ている。先述のシンポジウムでも，特に，「参加概念は……その経済的なものに限定したとし
てもかなり不明確である。〈参加〉の多様なあらわれを反映した多数の術語が存在している。
それらは必ずしも適切ではなくまた明確で、もなし止と強調されたのであった。
若干の研究者たちlf1830年代の中頃に「参加」現象の起源を見出すことができる，と考え
ている。彼らは，プロレタリアートが当時すでにそのような要求を提示しさらにはそれを実現
しはじめた，と主張している。彼らの見解に従えば，労働組合の結成そして一一ーそれより若干
遅れたが一一労働協約制度の発生が労働者の経営参加なのである。労働者階級が「参加」要求
を実現するためにはなによりもまず組織が必要である，というテーマには何ら疑問の余地がな
い。しかし，乙れらの研究者の観点にたつならば，参加は階級闘争という形態をとるかあるい
は支配者階級全体および個々の企業家の(経営政策を含めた)経済政策に対して労働者階級が
様々な形で影響力を行使する乙とになるであろう。
我々には，それとは異なる解釈，すなわち，管理への影響というよりはむしろ管理そのもの
の性質にもとづく解釈がヨリ合目的的であり正しいのではないかと思われる。マルクス・レー
ニン主義の古典は資本主義のもとでの管理を本質的に相違する 2 つの領域に分けてきた。具体
的な労働過程(経済単位)の管理と経済全体の管理，すなわち， ミクロ水準の経営とマクロ水
準の経営である。それ故に，経営参加も，もし可能ならば，これらの領域で実施きれなけれ
ばならない。従って，「参加」範曙はなによりもまず直接の職場レベルの労働過程の組織化に
関する労働者の活動を含むのである。乙の領域に関しては労働者階級の権利の拡大についての
み述べる乙とが適切であろう。なぜならば，人間はつねに意識的に自己の労働の対象に影響を
及ぼしているからであり，乙れは管理の要素でもある。さらには，「経営参加」倍(企業，業界全
体そして国民経済全体の経済生活を決定する権利をもった)労働者代表の組織構造への参加と
(8) <平和と社会主義の諸問題)， 1980年， No.7 ， 44ページ。
(9) 向上， 31ページ。
(10) 例えば，ユー・ピヴォヴァロフ『ドイツの共同参加発達史ゎ 1978年を参照。
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して理解する乙とも必要である。乙れらの 2 つの大きな「参加」領域はお互に本質的に相違し
ている。前者が新しい労働組織形態にすぎないものであるとするならば，後者は資本主義的な
経営権システムの重大な変更を意味している。このような解釈が，「参加」の過度な拡大解釈
を避け，資本主義の今日の発達段階の生産力と生産関係に固有な一連の特徴をあきらかにでき
るのである。
資本主義のもとでの労働過程の組織化に関する労働者階級の機能の拡大という問題に初めて
体系的に取組んだのはアメリカの社会学者E.Mayo と F. Roethisbergor であり，それは今世紀
の20年代の終り頃の乙とであった。有名なホーソン実験の過程で，従業員を生産において一定
の心理的解放状態におく乙とによって労働生産性の本質的向上が可能である乙とが究明された。
ただし，一連の研究者たちは，いわゆる「人間関係」学派を生みだしたMayo と Roethlisbergor 
の基本的命題は20世紀の初頭にすでにM. FolleU乙よって公式化されていたのであり，ホーソン
実験はそれを確認したにすぎない，と考えてし%。これらの命題は多数の労働組織の専門家か
ら讃辞を獲得したにもかかわらず，第 2 次大戦以前はアメリカの企業においてさえも幅広く普
及するには至らなかった。乙れは資本主義の生産力発達欲求と結びついたためである。なぜな
らば，当時は，テイラリズムとフォーデイズムの原則を基礎とした厳しい労働力支出規制や労
働者の神経および肉体的エネルギーの徹底的な搾取が支配的だったからである。
発達した資本主義諸国では， 1950年代の初頭から，支配者階級の「人間関係」への関心が急
速に高まってきた。乙れらの諸国では，現在まで，労働者を搾取する基本的な形態はとの学派
の方法論的命題に依拠している。乙れは，一面では，科学枝術革命が発達し労働者に新しい要
求を呈示してきているためであり，他面では，労働者の組織化がすすみ意識も向上し労働者が
「生産の歯車」という隷属状態に耐えようとはしなくなったためである。
科学技術革命は労働者階級の生産領域での役割を著しく高めた。大機械生産の技術的基盤の
発達は現在電子計算機や自動制御装置の生産過程のすべての職区への急速な導入に特徴づけら
れている。マルクスが指摘した三環機械(動力機，伝動機構，作業機)が自動制制メカニズム
体系を含む四環機械にとって代わられている。乙れらの条件下では，オペレーターと修理・調
整工が生産の中心人物で、ある。それらの職務は労働者に専門的に高度な技能と自発的に能率を
高める乙とを要求する。
オペレーターは単にテクノロジー管理の当座の課題を解決するだけではなくプロセスの未来
の状態をある程度予測しなければならない。彼は仕事の過程でトラブルを察知する乙とを義務
づけられているし，普通，困難な状況のもとで行動することを余儀なくされている。修理・調
整工は(技術教育が必要な)ヨリ複雑な労働を遂行している。乙れらの範障の労働者は巨額な
(1) 例えば，デー・クーヴ1イシアニ『組織と管理.JJ， 1972年， 290ページを参照。
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な生産フォンドを動かし，高価なそして複雑な自動化設備に責任を負っている。この設備の稼
動効率は人々の仕事の質に直接依存している。自動化システムの生産性が非常に高いがゆえに，
労働者の技能の未熟あるいは不注意のためにそのシステムが中断したりオシャカが発生したり
することが経済的効率指標に大きくはねかえる。テクノロジ一過程の複雑化やその相互関連の
強化が総合班の編成をもたらした。そ乙では，労働者が，同一タイプの作業の機械的な結合で
はなく，補助と相互援助の原則のもとで，協力しながら働いている。なぜならば，自動化設備
の統合的性格が労働の集団性の向上を引きおこしているからであり，労働者内部の諸関係が変
化している。
現代の生産力発達水準は個々の労働者の労働の刺戟からグループ全体の労働の刺戟への移行
の技術組織的基盤をっくりだした。発達した資本主義諸国において(生産結果への労働者の責
任を高める)集団的な賃金形態が幅広く発達しているのはそのためで、ぁ 411 集団的賃金形態を
適用する場合には，普通，班の生産上の生活と社会的生活の管理に関する極めて幅広い権限が
その班に与えられている。班のメンバーが，人員の配置と再配置，最も最適なテクノロジ一過
程の選訳，賃金の班内部の配分等々の問題を，集団的IL.，解決している。
科学技術革命の発達は労働者の一般教育水準と技能水準の向上を要求した。幅広い全体的視
野をもち自己の具体的生産に充分精通している現代の労働者は，単に本来の意味での生産物だ
けではなく，生産過程の改善をめざした考え方をも生みだす乙とができるのである。経営者た
ちは傘下の労働者の創造的能力の利用に極端な関心を示している。乙の目的のために，生産の
改善や企業内の社会心理的風土の改善等々に関して労働者から提案を募りそれを評価する様々
な方式が幅広く利用されている。優秀な提案には金一封が贈られている。
現代のブルジョア社会学者は，労働者が自己の仕事に対して益々無関心となり，仕事が生存
に必要な所得の源泉へ完全に転化している，と世間の注意を喚起している。事実，資本主義の
もとでは，労働者は，生産ではなく，工場の門の外に，自己実現を見出そうと努めている。ブ
ルジョア研究者たちは，普通，乙の乙とを，現代の工業企業の構造が異常に発達した乙と，労
働の最終生産物が生産物から疎外されていること，生産の領域外に労働者の新しい欲求が生じ
ていることそして「消費崇拝J，によって説明している。これらはすべて一般的にまた全体と
してそれなりの根拠をもっている。しかし，その過程では，労働者階級の生産手段からの現実の
疎外が大きな役割を果たしているのである。今日の労働者は(その興味が通例の日々の欲求の
枠を越えることのないような)無知な虐げられた教養のない大衆ではない。彼らは資本主義社
会における自己の無権利状態を鋭くそして意識的に感得している。彼らは資本主義の崩壊を準
備するほどは成熟していないが，生産上の生活から心理的に「疎外されている」のであり，ー
(12)詳細は，エム・モシェンスキー『資本主義のもとでの労働ノルマ化と賃金.1， 1971年， 308-310ページ。
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生懸命働くことは搾取強化をもたらすだけである，と理解している。
それとともに，上の行論で指摘したととし現代の自動化された生産は労働者が労働結果に対
して積極的に関心をもつことを要求しているのであり，このことは経営者がそれ相応の政策を
実施する乙との前提となっている。もちろん，疎外を完全に克服する最高のそして唯一の手
段は生産手段の所有形態の変革である。しかし，乙の途は資本主義のもとでは不可能である。
なぜならば，資本主義が資本主義であることをやめるからである。それ故に，ブ、ルジョア的学
者たちは，私的所有制度の不可侵性という条件のもとで，生産活動への労働者の関心を高める
方式を探求している。(主として産業心理学の領域に属する)彼らの勧告が最良の場合でも中
途半端におわっているのはまさにこのためである。ただしそれらはそれなりの成果をおさめて
いる。この場合には，具体的な労働の管理における労働者の役割の拡大に特別な注意が払われ
ている。
乙のような条件下では，労働者は新しい労働組織形態導入の受動的ではなく能動的な要素で
ある。ソビエトの研究者ユー・ワシリチューク (10. Bac即日刊)の指摘に従えば，資本主義の
もとでは，乙の領域の多数の新軌軸は労働者階級の闘争のおかげで、ぁ坑(作業域レベルの大
なる自治を含む)労働条件改善要求が今日ストライキおよびその他の闘争において大きな位置
を占めている。乙れら要求の本質は，人聞を労働から心理的に解放する低い水準の「参加」が何
千人という人々から仕事を奪いそして残った人々の搾取を強化する資本主義的「合理化」へと
転化することはなかったということに存在する。ここには，乙の問題に関する労働と資本の立場の
原則的な相違があらわれている。
労働者を低い水準の管理に参加させる乙とは極めて矛盾した過程である。現代の生産力発達
水準に要求されて，ブ、ルジョアジーは労働者の職場レベルの権利を拡大させる必要性に直面し
ているが，乙れは，客観的には，労働者階級の強化，労働者の階級意識の向上，経済闘争(特
に，ストライキ)強化に大きな可能性を与える。それ故l乙，経営者たちは乙のような「参加」
実施に極めて』慎重であり，前以ってローカル・レベルの労資関係を様々な手段で緩和し，組合
リーダーの支持を獲得する等々努力している。かくして，資本主義社会制度自体が生産の主
要な主体の全面的発達に非常に狭い枠をはめているのである。しかしながら，全体としては，
フォード的な〈労働者=機械〉という図式が過去のものとなり， {労働者=創造主〉という図
式が一ーたとえその「創造」がかなり制限されたものであり利潤の極大化という課題に条件づ
けられているとしても一一一それに取って替わってきている，との結論が可能である。
会社レベ‘ルの経営「参加」は低い水準の「参加」とは本質的に異なるが，現代の資本主義発
達階段では，それと同じように，客観的基盤を有している。しかし，その基盤は，低い水準の
(13) ユー・ワシリチュク「資本主義のもとでの科学技術革命と労働者階級~， 1980年， 150-153ページ。
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「参加」のそれと同じように，それほど明確にされているわけではない0 ・その結果，マルクス
主義者でさえも普通そのような「参加」を極めて主観的に解釈しているのであり，その根底に，
ある場合には，プロレタリアートの階級闘争が，ある場合には，ブ、ルジョアジーの社会的操作
がもっぱら横たわっているような図式が示されていイ!
事実， 1960年代の終り頃までは，「経営参加」問題をめぐる闘争は基本的には労資関係の緊
張激化という時代のもとで、おこなわれてき fj! しかし，それが相対的に鎮静化するにつれて，ブ
ルジョアジーは労働者が乙の領域で獲得したものを廃止するかあるいは単なる形式的な制度に
してしまったのであり，労働者階級はそれらの制度によって管理決定に重大な影響を与えるこ
とができなくなった。
そして， 1970年代から 1980年代の初期になると，発達した資本主義諸国では，「経営参加」
への関心があらゆる立場から高まった。この時期には，この問題に関して文字通り何千何百と
いう論文や著作が公刊され，多数のシンポジウムや会議が開催され， ILO も乙の問題に真剣に
取り組んだ。経営「参加」の実践は(しばしば経営者や労働組合の反対に出会ったにもかかわ
らず)労資関係システムに深く定着し，今日ではそのシステムの基本的要因となってしまった。
乙のように「経営参加」が普遍的に普及していることがその客観的基盤を探究する乙とを困難
にしている。
労働者を経営に参加させる必要性は資本主義の全般的危機の深まりから生まれそして次第に
増大していきている。生産力の社会化がすすみそれが旧態依然、の生産諸関係と益々激しく衡突
している。それ故に，「参加」は，なによりもまず，独占体が私的所有を維持するという条件
下における資本主義生産諸関係の一種の「近代イ七」としてみなされなければならないであろう。
この「近代化」は問題の部分的な中途半端な解決であれ深く矛盾しており，資本主義の根本
的な「病気」を一掃することはできないのだ。その根底には，資本主義的所有主の権限のヨリ
一層の規制の必要性が横たわっている。
(経営)管理領域の資本の権限を(社会的生産物そして特に資本主義の生産諸関係の再生産
のために)規制しなければならないという問題は今日はじめて日程にのぼったわけではなかっ
た。反トラスト法の制定そして，結局は，国家独占資本主義の出現が，このことを裏づけてい
る。だが同時に，乙の(もっぱらブ、ルジョア階級の力によっておこなわれている)規制が全体
としてそれなりの成果をあげてきたことを指摘することも重要である。最近では，生産諸力の
社会化そして生産の集積や(特l乙)集中が大規模なものとなり，コンツェルンや金融独占グル
ープがお乙なう経営上の決定が社会的規模の重大な結果をもたらし，体制としての資本主義の
(14) 11資本主義のもとでの自動化と労働者階級~， 1975年， 298-317ページ。
(15) 11階級闘争の重要な万向』参照。
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再生産に(必ずしもプラスとはかぎらないものをも含めて)本質的な影響を及ぼすほどになっ
てきた。狭い経済的利益(すなわち，利潤追求)は再生産構造の不安定化要因へと転化してい
る。しかしながら，ブ、ルジョア国家には階級的性格が明白であり，それが私的資本主義的無政
府性を克服できないことはあきらかである。 1970年代の初期までに達成された生産の社会化水
準は経営者の経営姿勢のヨリ一層の転換と経済発達の計画要素の強化を要求している。
このためには，なによりもまず独占体の(経営)管理政策に効果的に影響を与えることが必
要である。乙の観点からは，資本主義経済の管理過程の有効性は 2 つの領域に区分される。資
本主義的所有の細胞(企業，会社，コンツェルン，金融独占クゃループ)水準と，部門や国民経
済全体の水準である。私的資本主義的所有形態は第一の領域に本来の意味での(経営)管理を
許し，第二の領域にはむしろ調整の可能性を容認している。それ故に，資本主義的な社会経済
構成体の維持という状況のもとで，経済単位内部の資本の特権を規制する乙とが，当然のこと
として，極めて効果的なことになる。この領域では，国家の側からの外的な影響によってある
程度の成功をおさめることができる。しかし，そのためには，経済への国家の介入の基盤その
ものをかなりの程度組み替えることが必要である。その結果，社会的生産過程の管理への被搾
取階級の参加という問題が提起されたのであった。その資本主義的体質は労働者にとって無縁
であり，客観的には彼の利害に対立するのであるが/
ここに現代の資本主義生産のパラドックスがあり，「経営参加」の基本的矛盾がここに存在
している。ブ、ルジョアジーは自分たちの墓掘り人夫に自己の救助者を見出そうと努めている。
それ故に，彼らはプロレタリアートのし、かなる成長をも(パニックにおちいるほどに)恐怖し
ているが，同時に，一定の統制可能な範囲内の成長を望んでいるのである。労働者階級は，逆
l乙，資本主義の維持に全く関心をもっていないが，同時に，資本主義経済と資本主義社会の管
理プロセスへの影響力を強めるために闘っている。それぞれの階級が自分自身の経済的および
政治的利益を追求し，一種独特な経違を経て 1 点((経営〕管理)に合流してきたのである。
彼らの利害は乙乙でも決して一致することなし反対に益々対立している。ブ、ルジョアジーの
主要目的が資本主義的搾取システムを(新しいヨリ洗練された形態で)維持し利潤を増大させ
る乙とであるとするならば，プロレタリアートは資本主義の枠内で自己の状態を改善し同時に
この社会の基盤そのものへの攻撃の足がかりを獲得することをめざしている。理論的にもまた
実践的にも「経営参加」への実に様々なアプローチが存在しているのはまさに乙のためであり，
それは敵対しあう階級の正反対の利害を表現しているだけではなく，同一政治勢力内部におい
てさえも「参加」への対応が異なり，この領域では階級闘争が一段と激化している。多彩な
「経営参加」形態が主張されているのは実にこのためである。
現代の資本主義の状況のもとで労働者を(経営)管理に参加させる必要性の客観的基盤とは
乙のようなものである。現実には，それは階級勢力の相互関係に応じて実現される。なぜなら
ば，労働者階級が社会進歩の唯一の原動力であるからである。ブ、ルジョアジーは「経営参加」
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が差迫った問題であることを認識しているが，決して自発的には経営領域の労働者の権利を現
実に拡大しようとはしないのであり，いわば強制されてお乙なうにすぎない。それ故に， 「参
加」の発達の程度はなによりもまずプロレタリアートの階級意識とその組織水準に依存してい
る。「参加」の普及度ではなく，労働者が自分たちの利害のためにどれほど経営に影響をおよ
ぼすことができるかの効率が，「参加」発達の基本的な基準である。
労働者や経営者を「参加」プロセスへ鼓舞している具体的な諸原因とは何であろうか?アー
・ヴォルコフ(A. BOJIKOB) は， (客観的には労働者階級に固有な)生産手段への欲求は「転化
形態をとることができるしまた実際にその形態をとっている。それは経済的に社会化された生
産手段の利用に関する決定へ参加する命表になってい札と指摘している。いかなる国家的
調整も資本主義経済発達の周期的性格を一掃できないのであり，周期的に資本主義体制を動揺さ
せる経済危機はなによりもまず労働者の肩にのしかかってくる。経済危機の時期には，通常の
階級闘争形態は非能率的である。さらには，資本の国際化がすすみ，独占資本は様々な諸国で
注文割り当てを操作し，労働者をつねに解雇の脅威におとしいれておくことができるようにな
った。そして最後に，電子計算機や産業用ロボットの導入も幅広い労働者にダモクレスの剣を
っきつけてきた。これらが労働者階級に資本主義的経営管理システムへの参加をめざす闘争の
必要性を提起したのである。
ブ、ルジョアジーは「経営参加」過程において決して受動的な存在ではない。今日ではどこの
国でも支配者階級が「参加」拡大に対して公然と不平を表明することはめったにない。だが，
彼らはこの過程を自分たちが是認できるレールへと切替え，さらには，それを多数の階級的課
題の解決のために利用しようと努めている。国家独占資本主義の出現と発達は労働者階級にも
う 1 つの民主主義をめざす闘争という問題を提起した。なぜならば，「国家独占資本主義とは
その(社会主義の-→問者)最も完全な吻岳白去準備であり，久占で、あるからで、あお 1970
年代初期には，発達した資本主義諸国の主要な共産党や労働者党がもう 1 つの民主主義の戦略
と戦術を作成した。これは 3 つの命題にもとづいていた。民主主義的な政府，民主主義的国有
化，民主主義的企業管理。ブルジョアジーは自分たちの「参加」処万筆の宣伝と導入によって
もう 1 つの民主主義を排除し，民主主義勢力が権力の座に登ることや民主主義的固有化の実施
を回避する乙とを志向しているが，すべてを失うことよりはなにかを与えることを選択してい
る。
すでにいままでの行論で述べてきたように，労働者のなかには経営参加への欲求が高まって
いるのであり，乙れは多くの世論調査によって確認されている。経営者もこのことに反応する
ことを余儀なくされているが，その場合，彼らは自己の階級的利害に依拠している。「参加」は，
(16) アー・ヴォルコフ「前掲論文J ， 71ページ。
(問 『レーニン全集~， 34巻， 193ページ。
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特l乙，支配者階級にとっては組合リーダーを買収する便利な手段でもあるのだ。これに関して，
西ドイツの経営者の 1 人は皮肉を込めてしかし率直につぎのように述べている。「労働者重役
は大型でしかも非常に豪著な自動車をうけとる。我々は彼らに別荘を建ててやり家具を買って
与える。乙れはいうまでもなく坊主どもを堕落させるであろう。監査役会で占めるポストに対
する俸給も労働組合の坊主どもがわなにかかり一歩も自主的に歩けないように操作する可能性
を与えてし142 結局，経営者は労働者を経営上の決定に参加させて，彼らに「労資の利害の一
致」というイデオロギーを(そのような一致が「参加」によって達成されるかのごとく)押し
つけ，一面では，「経営者と労働者ゅ経済的共同体」をつくりだし，他面では，ある労働者グ
ループに限定的な万策の実施を認め個々の労働者層の聞に競争を強化することによって，労働
者階級を分裂させることに努めているのだ。ブ、ルジョアジーが自己の統制範囲内で労働者を経
営管理に参加させようとする (1経営者自身のイニシアティブ、で、」提起された)すべての試み
は，現実には，社会的操作の政策なのである。従って，これは防衛上の必要からおこなわれる
乙ともありあるいは逆に攻撃的な性格をもつこともある。
労働者を(経営)管理に参加させる乙とは(資本主義の危機の深化を反映した)確固たる基
盤を有している。乙の現象には，資本主義は(その発達によって引きおこされる)巨大な生産
力を自由に利用することができないというマルクスの理論的命題が最も鮮明にあらわれている。
社会的生産力と生産手段の私的所有の矛盾は益々激化し，これが賃労働の危機(すなわち，強
制的な賃労働がもはや資本に不利であること)と経営管理の危機(すなわち，再生産過程の管
理をブ、ルジョアジ一階級が独占することが資本主義それ自体に矛盾すること)を生みだしてい
る。社会的実践は支配者階級が保守的である乙とを明白に示してきた。(乙れらの危機を認識
しているはずの)ブ、ルジョアジーはこそくな手段をとることしかで、きず，労働者を経営管理に
真に参加させようとは思っていないしまた参加させることはできないのである。プロレタリア
ートは，社会進歩の真の担い手として，激しい階級闘争の過程で管理プロセスへの影響を拡大
し深化させようと努めている。労働者階級が参加を勝ちとることができる時，真の参加がはじ
まるのである。
労働者の経営参加は一連の歴史的段階を経て発達してきた。古代ローマでは，奴隷制度の崩
壊期に，労働結果への関心をっくりだし階級対立を緩和するために奴隷を協同生産管理へ参加
させることが試みられていた。参加のそれぞれの歴史段階の性格は労働力と生産手段の結合様
式に規定され，社会の発達段階と直接に結びついているのであり，このことがそれらを明確に
区分する前提となる。
ブルジョア研究者たちは労働者の資本主義的な経営参加と社会主義的な経営参加の聞の原則
(18) ~資本主義のもとでの自動化と労働者階級J ， 302ページ。
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的な相違をありとあらゆる万法でうやむやにしようとしている。例えば， J. F. Bolvegは， ["""労
働者の経営参加は労働者が経営上の意思決定に影響をあたえるすべてのプロセスを含んでし141
と主張する。換言すれば，彼らは，資本主義国と社会主義国の労働者階級の社会経済的状態に
は原則的相違が存在しないのであれいかなる条件においても労働者と管理者は対立する，と
の考え方を述べているのである。ことのついでに社会主義制度の悪口をいおうとする(このよ
うな)試みはブ、ルジョア研究者にとってけたはずれなことではない。ソビエ卜の研究者ヴェ・
チュク、、エンコ(B. lJyryeHIW) はこのような見解を批判して，「工場民主主義の問題を社会の経
済的および政治的基盤と無関係に考察することは非マルクス主義産業社会学ではありふれた現
象であ札と指摘している。
なるほど，若干のプロセスは相異なる社会経済構成体において類似した形態をとることがあ
る。労働者の経営参加の若干のアスペクトもその一例である。しかし，経営参加の外的な形態
あるいは「システム」に依拠して相異なる構成体のもとでの経営参加を比較することは原則的
に誤りである。本質的には，これは(生産手段の所有形態や労働力と生産手段の結合様式の性
格から生じた)相異なる社会経済的性質をもっ比較できない現象なのである。労働者の経営参
加は社会主義経済に内在的に固有であり，乙れは社会主義的所有の社会的本性から生じるもの
である。社会主義的な経営参加の拡大について述べる場合には，なによりもまず新しい労働組
織形態(例えば，班方式，シチェキノ方式，イパトヴォ方式等々)や企業の経済生活や社会生
活の管理に関する労働組合の機能の拡大を念頭に置いている。国民経済全体の水準では，社会
主義諸国の労働者は生産手段の集団的所有主であり，単に経済に「参加する」だけではなくそ
れを共同で管理している。発達した社会主義の段階では，国民が最高立法機関の代表者を通し
て国家の経済的戦略や社会的戦略を決定している。社会主義社会の存在は経済生活管理への労
働者大衆の幅広い(そして益々活発となってきている)参加なしには無意味なのである。(こ
のことを裏づけるためには〕社会主義社会のすべての時期を貫いている人民統制大学を指摘す
るだけで充分であろう。資本主義の弁護人たちはこのことを認めようとはしない。彼らは現実
の社会主義の業績から眼をそらし，第二義的な外的な特徴を重要視している。彼らの「著作」
は，普通，ソ連邦やその他の社会主義諸国では「参加が『資本主義』諸国ほど発達しなか芥こ」
との事実を歪曲した主張で埋めつくされている。
しかし，科学的管理の領域特に低い水準の「参加」の研究と実施の領域では，ブ、ルジョア科
学と実践は少なからざる成果をあげてきている。この状況を無視してはならない。この点，す
(19) Workers participation. Final report on an International Management Seminar , convened by 
the OECD, P. , 1976, p.31. 
側 ヴェ・チュグエンコ『生産，民主主義，イデオロギー闘争.，1]， 1976年， 6 ページ o
(21) K. Odaka, Toward Industrial Demorasy. Cambridge (Mass.) , 1975, p.202. 
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でにレーニンが，勝利したプロレタリアートはブルジョアから科学的管理を学ばねばならない，
と書いている。それ故l乙，具体的な生産過程管理への労働者の参加の資本主義的実践の分折は
ソヒーェトの研究者や経済人にとっても興味深いものとなるであろう。経済のヨリ高い水準l乙関
して云えば，事態は異なっている。社会主義のもとでは参加が経済管理の最も重要な要素であ
るが，資本主義のもとではそれは(管理につながることはつながるが)なによりもまず階級闘
争の領域である。資本主義的な労働者の経営参加をその社会の基本的階級の対立という観点か
ら考察し，それと社会主義型の参加をはっきりと区別すること一一乙れがこの現象をマルクス
主義的に分折する場合に必要な条件ゃある。
資本主義的経営参加は一連の本質的に相互に異なるプロセスに細分化されるが，乙れはなに
よりもまず労働者大衆の階級意識の水準と革命的活動の程度と結びついている。乙の場合には，
作業域，職区，職場よりも高い水準の経営参加が問題となる。我々は，問題をヨリ正確に分折
するためには， (いままでマルクス主義的社会経済学文献で市民権を得ていない)一連の新し
い術語をもち込みあるいは若干の古い術語にいささか異なる響きをつけ加えることが合目的的
でありまた可能である，と考える。
革命的な状況が存在せずプロレタリアート大衆が資本主義的搾取制度の基盤それ自体に抵抗
することなくブ、ルジョアジーのための民主主義が支配的である時期には，すなわち，労働者の
ための真の参加が不可能であり，労働者階級が部分的な勝利のみに満足せざるをえないような，
さらには，彼ら!の成果が彼らに対立する乙とがあるような時には，「経営参加」とは一種の
サブ
I(亜〉経営参加」である。乙れは真の意味での労働者の経営参加ではない。なぜならば， l「資本
は労働者が生産上の事項や社会的事項の決定に真に参加することを認めることができないしま
た認めていないからであA
いわゆるもう 1 つの民主主義あるいは反独占民主主義の時期の(すなわち，共産党を含む左
翼諸政党連合が国会議員選挙で勝利をおさめ幅広い社会生活民主化プログラムを実現させる時
の) I経営参加」は「生産にたいする民主主義的統制」である。
革命的状況のもとでの(すなわち，プロレタリアートが搾取階級の中途半端な手段や部分的
譲歩に満足することなく，生産にたいする統制をもとめるようになった時期の) I経営参加」が
「生産にたいする労働者統制」である。社会主義革命の実現とともに，労働者統制は(しばら
くはそのまま維持されるが)やがて不可避的に社会主義型の経営参加へと転化する。
資本主義社会の様々な発達段階における「経営参加」の特色は，参加形態ではなくましてや
労働者が経営におよぼす影響の程度ではなしそこに提起きれている目的のなかに，見出すべ
問 『レーニン全集~， 24巻， 369-371ぺージ。
間 エリ・ブルジネフ『レーニンの万途にそって~， 2 巻， 1973年， 370ページ。
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きである。マルクス主義者の学者たちは，生産にたいする労働者統制と民主主義的統制はプロ
レタリアートが達成したものに他ならないのであり，このような統制形態は幅広い労働者大衆
に役立つものである，ということに依拠している。それらの主要な機能は新しい社会主義社会
を建設するために独占を抑制し生産を組織することである。なぜならば，プロレタリアートは，
この場合，他の労働者部隊と連合して，資本主義の枠内での自己の状態の改善だけではなく，
資本主義的社会経済構成体の基盤そのものの転覆をめざして闘っているからである。
現在，大多数の発達した資本主義諸国では，労働者統制あるいは民主主義的統制の実現を可
能とするような状況を見出すことができない。そのために，研究者の基本的注意は共同参加に
集中しているのであろう。これは，本質的に，それが二重性という要素を内包しているという
点で，生産にたいする民主主義的統制や労働者統制と，異なっている。それが決してプロレタ
リアートの階級闘争の勝利ではないということが問題なのである。ブ、ルジョアジー自身がしば
しば様々な「参加制度」を宣伝し，更には導入さえしている。社会改良主義者も自己の処方筆
を呈示している。多くの場合， (例えば，イタリアでは)共産党に指導されて労働者階級も参
加を要求している。労働者の経営参加が労働者の利益の擁護に役立つこともあればそれに反す
ることもあるのが資本主義の現実なのであり，この参加が具体的にいかなる階級の利益を擁護
するかは，階級勢力の相互関係に，特にプロレタリアートとその組織の成熟t，かんにかかって
t ，る。
それ故I乙，我々は，「共同参加」という術語は事実上異なる多数の現象を内包しているので
あり，たとえそれらの外的な形態が類似しているとも，その内容は，それらがブ、ルジョアジー
の社会的操作の産物なのかそれともプロレタリアートの階級的達成の結果なのかによって，規
定されている，と考える。
このような現象には，我々の見解では，つぎの 3 つがある。 (1) I似非経営参加」。これは経営
者によって普及されているブ、ルジョア理論と実践を総称したものであり，支配者階級の利害を
反映している。 (2) I共同参加」。これは社会改良主義者の見解であり，経営参加の首尾一貫した
実践を排除して川る。 (3) I労働者参加」。これはマルクス主義的理論と実践を含んでおり，労働
者階級のマルクス主義的政党や進歩的な労働組合の指導のもとで労働者によって自分自身の利
益のためにおこなわれる。
それぞれの現象を詳細に検討しよう。
発達した資本主義諸国の支配者階級は労働者の経営参加に二重の態度をとっている。一面で
は，ブ、ルジョアジーは自己の経営権を絶対に捨て去るつもりはない。なぜならば，彼らはそこ
に資本主義社会の基盤(生産手段の私的所有)のあらわれを正しく見出しているからである。
他面では，ブ、ルジョアジーの経営管理独占が社会発達の利益と益々矛盾し，プロレタリアート
の不満を大きくしている。乙のような状況が経営者をして乙の領域の一定の改革へと向かわし
めている。彼らは極めて矛盾しているが，これは資本主義のもとでの労働者の経営参加プロセ
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ス自体の矛盾的性質から生じるのである。
ブ、ルジョアジーのイデオローグたちの経営「参加」の評価が多岐にわたっているのも上述の
ような「参加」への二重態度のためで、ある。彼らの一部は労働者階級の成長と労資対立の激化
を警戒し，「参加」の発達に激しく反対している。例えば， ドイツ産業研究所の出版物の 1 つ
では，「労働組合の経営参加権利の要求は…一自由経済(すなわち，資本主義一一引用者)制
度の基盤と鋭く対立す札と指摘されている。さらに，多数のブルジョア研究者たちは，「参
加」実践は資本主義経済を破壊しないが経営者に損害をもたらす乙とになろう，と考えている。
例えば，アメリカの著名なマネジメント専門家P. Drucker は，「労働者参加は経営者の権威を
弱め，意思決定の効率を低下させよ1 と主張している。 Dr叫e川，疑いなし資本川つ
ての効率の低下，すなわち，利潤率の低下を恐れているのである。
(このような) r経営参加」に対する多数のブ、ルジョア的理論家たちの否定的な態度にはかな
りの根拠がある。彼らは，労働者が「参加」制度を自己の利益のために機能させる乙とができ，
支配者階級の利害に経済的にも政治的にも打撃を与えるであろう，とかなり現実に即して(正
しく)評価している。と同時に，彼らの(全体として)正しい論理は資本主義社会再生産の新
しい条件を反映していないのであり，資本家に余り受け入れられていない。非常に先見の明あ
るブ、ルジョア研究者たちは，現在では資本が自らのイニシアティブのもとで「経営参加」を導
入しなければならない，と考えている。なぜならば，さもないときには，労働者階級が搾取者
には受けいれがたい形態の「経営参加」を手に入れることになるからである。
乙れと関連して，ブルジョアジーが(上の行論で考察してきた)労働者の経営参加の客観的
基盤を転倒した形態で感じていることも特徴的な事柄である。労働過程の組織化における労働
者の機能の拡大が最も効果的な搾取方法の探究へと変形させられ，資本主義的所有主とその代
理人の経営管理独裁を制限しようとする欲求が労資の対立をできるだけ抑えたいという希望へ
と変形させられている。それ故l乙，支配者階級は「経営参加」を宣伝し導入する場合，資本主
義経営の(二重に理解された)効率の改善という目的を追求している。乙の課題を全体として
解決する乙とは，内的矛盾の存在ゆえに，かなり複雑である。それがために，現実には，ブ、ル
ジョアジーのイデオローグたちは普通どちらか 1 万の側面にその注意を集中している。
純粋に経済的な効率(すなわち，利潤率の増加)に主要な目的を見出しているイデオローグた
ちは，「参加」プロセスをもっぱら労働組織の新しい特殊な形態の導入としてみなしている。
彼らは低い水準の(すなわち，直接の作業域や職場水準の)労働者の経営参加を主として支持
する。技術経済的研究は，本来の労働過程の組織化(例えば，作業手順や作業量の決定，なん
凶 ヴェ・ロヴアノフ『経営参加をめざす西ドイツ労働者と労働組合の闘争~， 1973年， 131ページ。
四〈アメリカ}， 1975年， No227 , 5 ページ。
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らかのテクノロジーの適用なの において労働者に自治を与えること，人員の配置や再配置に
関して班の権限を拡大すること，集団的賃金形態を(労働者自身に配分をまかせて)適用する
こと，といった措置が，労働生産性の向上に貢献している，と示してきた。この成果は主とし
て支配者階級に享受されている。なぜならば，これらの方策は通常「過剰」となった一部の労
働者の解雇をともない，残った労働者の賃金の若干の上昇も本質的には労働強化によって帳消
しになってしまうからである。このことはプロレタリアートの搾取の強化とその分裂をもたら
す。なぜならば，個々の労働者聞にまた班の聞に競争が強力に奨励されるからである。それ故
に，労働者は普通乙のような「参加」システムの導入に(たとえその形態が外的には民主的で
あり魅力的な側面をもっていようとも)反対する。低い水準の「参加」実践は，一面では，労
働者が労働組織領域における自己の地位に不満をもっていること，他面では，プロレタリアー
トの神経エネルギー(特に，精神的エネルギー)の搾取に対する現代の生産の執幼な欲求，を
反映している。
企業管理への労働者の参加について言えば(乙れより高い水準の「参加」についてはいかな
る著作においても言及きえきれていない) ，ブ、ルジョア研究者たちはこのような実践を認めて
いないか，あるいは取締役会もしくはそれに相当する他の名称の機関に監査役として 1-2 名
の労働者代表を参加させることを提案している。彼らの見解に従えば，これによって企業管理
に労働者が「参加している」という雰囲気がっくりだされ，労働者は「共同繁栄」という課題
を全力を尽くして解決するのである。
このような方策の実施は，例えば(低い水準の「参加」方式が rH. R.J システムの別の方
式と密接にからみあっている)アメリカの実践が示しているように，経営者に多大な利益をも
たらしている。それと同じしこの実践は，いかなる方法によっても労資の対立を抑えること
は不可能であることをも示している。特に，アメリカでは(その他の発達した資本主義諸国と
比べて)ストライキ運動が大きな規模にわたっていることがこのことを証明している。
上の行論で示したように， (管理という) (本来〕社会的に必要不可欠な機能が，支配者階
級の眼には， (資本主義的管理という)転倒した形で，すなわち，歴史的に規定された生産様
式の再生産機能として，映っている。この再生産過程の乱れ一一これは，特に，資本主義社会
の基本階級の対立の激化にあらわれる一ーが，ブルジョアジーのイデオローグをして，社会的
爆発を予防する新しい万式を探究させている。この場合，経営管理への労働者の参加が，特に，
重要視される。これについては，例えば， {ネッスノレ〉の労務担当重役 R. Dekoster の言葉が
証明している。「労働者の参加は，それがまさに市場経済の生き残りあるいは破綻を意味して
いるために，包括的な意義をもっていA このような見解は今日多数の著名なブルジョア研究
(26) Workers participation. Final report on an International Management Seminar, convened by 
OECD, p.31. 
??司
i
宮坂純一
者たちによって支持されている。マルクス主義者にとっては，いかなる「参加」も資本主義社
会を破滅から救う乙とができない乙とは明白である。それは労資の矛盾を一時的に緩和するこ
とによって資本主義の生存を延ばすことができるにすぎないのだ。
独占資本が(経営管理における労働者階級の役割拡大に関して)呈示している具体的万策と
はいかなるものなのか? 1シュドロ一報告J (フランス)や「ブロック委員会少数者報告書J (イ
ギリス)そして欧州会社法 (E E C) では，監査役会の構成メンバーの÷を労働者代表で占め
るように提案されてい石5 労働者は，本質的には，そのような機関で少数派であり，そこでの
すべての決定は多数決にておこなわれている。乙れは全くの虚構の労働者経営参加である。さ
らに，ブルジョアジーは，乙の制度の導入によって，労働者階級の権利への攻撃を強める乙と
(特に，ストライキを最少限に抑えること)をめざしている。例えば，労働者組織は会社の決
定機関の活動に参加し， (プロレタリアートの経済闘争の強化のために利用できると思われる
ような)一定の営業上の情報やその他の情報を入手することができる。しかし，現行の法律
〔例えば，西ドイツの新経営組織法一一訳者〕によって，営業上の秘密をもらしたり入手した
情報を「会社の利益に反する形で、」利用することが禁止されている以上，そのような情報は労
働者にとって無価値に等しい。労働者組織(特に，労働組合)はこのこの策略に負け，手足を
縛られた状態にあり，ストライキに訴える乙とができない。なぜならば，「マル秘情報をエゴ
的な目的のために利用している」という乙とを根拠として，労働組合は違法であると申し立て
られるからである。
会社レベルの「経営参加」は，普通， (1我」社への忠誠心を生みだすことをめざした)その
他の「参加」形態(例えば，「利潤参加」や「所有参加J) によって，補完されている。「利潤
参加」も「所有参加」も労働者の錯覚である。なぜならば，その根底には，賃金の 2 つの部分，
すなわち，支払を延期された賃金と投資にまわされた賃金，がそれぞれ横たわっているからで
ある。それらは，一面で，資本の機能化を改善し，他面で，ブ、ルジョアジーの階級利害への労
働者階級の「関与」という幻想をつくりだし，結局は，「人民資本主義」というブルジョア理
論の基礎として役立つているという意味で，労働者階級の利益に対立する。
国民経済レベルの(生産の国家的調整への)労働者参加は事実上ゼロに等しい。国家機関や
委員会では労働者階級の少数の代表を数える乙とができるにすぎず，彼らの意見は実際には考
慮されていない。
ブ、ルジョア的な「経営参加」は，かくして，経営管理における労働者の機能の拡大ではなし
逆に経営政策にたいする労働者の影響領域を狭くする乙とである。まさにそれがために，それ
包め M. Rose. Servants of Post-Industrial Power? 一一一 Sociologie du Travail in Modern France. 
L., 1979, p. 133;G. Denton. Beyond Bullock: Economic lmplications on worker participation in Coｭ
ntrol and Owership in Industry. L., 1977, pp. 5 -6. 
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は社会的に必要な管理機能を改善することができないのである。それと同時に，このような
「参加」の宣伝と実践がかなり幅広い労働者層のなかに協調主義的雰囲気をうみだし，経営事
項への「関与」という幻想をっくりだし，既存の社会経済制度をある程度まで支えている。(資
本主義的管理という転倒した社会的に必要な機能の)乙のような改革はプロレタリアートの階
級闘争のすべての形態に対立し，労働運動の発達に極めて否定的に反映している。同時に，こ
のような 1 1参加」によって労働者の搾取がある程度強化されるという危険性も生じている。
ソビエトの研究者ヴェ・ウセーニン (B.Y CeHI:IH)は，このような万策の本質をつぎのように特
徴づけている。「独占資本は，『経営参加』に代わって，搾取強化およびプロレタリアートの階
級闘争の防止に関する諸方策の作成への参加を労働者に押しつけてい北労働者階級を資本主
義制度へと統合することそして「労資の利害の共通性」という幻想の扇動によってヨリ洗練さ
れた搾取システムをつくりだすこと一一これが (1似非参加」という定義に完全に値する)ブ
ルジョア的「経営参加」の主要な目的である。
ブルジョア・イデオローグたちはそのような参加を主張すると同時に，それが支配者階級に
否定的な結果を及ぼす可能性があることを認め，その予防に努めている。例えば，先述の R.
Dekoster は，「政治システムの破壊を志向する人々には……経営上の意思決定をさせてはなら
なし竹，と言明している。「政治システムの破壊者」として，進歩的勢力，特に(プロレタリア
ートの真の解放をめざして闘っている)共産主義者，が考慮に入れられていることは，容易に，
推察できる。これと関連して，乙のような「参加」は果して労働者に必要なのであろうか?と
いう問題が生じる。
ブ、ルジョア的「参加」とは，かくして， (退却という幻想をっくりだしながら)労働者階級
の権利を攻撃することによって資本主義制度を防御することである。経営者は労働者階級に譲
歩しているが，「参加」が経営権を脅かさない領域においてのみそのような参加が許されてい
るにすぎない。それ故l乙，支配者階級の管理独占の徹廃については問題となりえないのである。
( 1福祉の時代」というキャッチフレーズに色彩られた)ブ、ルジョア的な「参加」計画は，現
実には，極めて功利的な目的(すなわち，資本主義的搾取システムを新しい条件に適応させる
こと)を追求している。
社会改良主義の立場にたつ党や組織も労働者の経営参加問題に多大な注目を払っている。彼
らの基礎理論 (1民主社会主義」論)では，労働者と経営者の共同経営が中心的な位置の 1 つを
占めている。社会改良主義者は，生産手段の社会化という政治問題ではなしその管理という
組織技術的問題を，既存(['1土会経済構造の改善の主要な問題として，宣言している。これと関
(28) w労働者階級と反独占闘争~， 1969年， 34ページ。
四 Workers participation. Final report on an 1 nternational Management Seminar, converned 
by the OECD, p. 31. 
7 -
宮坂純一
連して，現在の社会改良主義は，プロレタリアートの搾取の若干の制限，所得のヨリ「公平な」
配分，労働者階級に「有利な」労働力商品販売条件をめざす闘争に，基本的な注意を払ってい
るにすぎない。これは，いうまでもなく，彼らの政治路線の進歩的な契機である。しかし，社
会改良主義者は同時に社会の草命的改造をめざす闘争を完全に拒否し，資本主義の社会主義へ
の漸次的「成長」を期待している。労働者階級の純粋に経済的な利害を(その政治的利害を犠
牲にして)防御することは，不可避的に，社会改良主義者をして支配者階級の長期的な利害に
奉仕させる乙とになろう。
もちろん，社会改良主義の立場にたつ党が政治闘争を完全に拒否している，と考える乙とは
素朴にすぎるであろう。逆に，それは選挙での勝利をたえず志向し，権力の座につき，一党で
内閣を組織しようとしている。だがそれは国家権力機関を決して破壊しないし，民主主義的な
やり方で改革もしない。乙の代表的な例が，英国のイギリス労働党，スウェーデンの社会民主
労働者党，オーストリアの社会党およびその他の若干の政党の政策である。社会改良主義者が
権力の座につくという乙とは政治権力のプロレタリアートの手中への移行を(たとえプロレタ
リアートが乙れらの党の基盤を成しているとしても)意味していない。(ブルジョアジーびい
きの労働者階級の一部分やプチブ、ルの大部分を指導する)リベラルなブ、ルジョアジーが権力を
獲得するのである。かつてレーニンは社会改良主義を「労働運動のブ、ルジョア的傾向」と的確
に特徴づけたが，乙の乙とは今日の実践でも裏づけられている。
社会改良主義者の乙のような立場が「経営参加」への彼らの態度を決定している。彼らは，
乙の「参加」の助けを借りて，「労資の利害の調和」をっくりだし，プロレタリアートの経済
的状態をいくらか改善し，「階級的コンセンサス」を土台として「社会正義の新しい社会」を
建設しようとする。乙の場合，彼らは階級的対立を否定するという立場をとり，非敵対的矛盾
(特に，「参加」の助けを借りて止揚しようとしている矛盾)の存在のみを認めている。 I経
営参加」の社会改良主義的傾向の基本的矛盾は，ブルジョアジーと労働者階級の経済的利益と
政治的利益を不合理にも両立させようとしている点に存在する。
社会改良主義を標梼する党や労働組合の大多数はいわゆる労働組合と経営者の「対等参加」
を堅持している。その本質は，経営管理領域の等しい権利を経営者と労働者に与える乙と，す
なわち，会社の最高決定機関(監査役会，統制会議あるいは取締役会)に労資それぞれ同数の
代表者をおくり乙む乙と，にある。乙のような対等は，筆者には，「亜」経営参加の，いちば
ん上の，しかも達成不可能な，限界であると思われる。このことは(西ドイツの石炭・鉄鋼部
門が達成した)最高の「対等」参加からも明白である。乙れは (1951年に採択された)石炭・
鉄鋼共同決定法にもとづいておこなわれている。
この法律によれば，従業員50人以上の企業において，労資同数の代表(それぞれ 5 名)と(双
方が共同で選出する)いわゆる「中立メンバー」から成る監査役会が設置される。株主総会が
資本の代表者を選出する。労働者代表に関して言えば， 2 名は労働組合の指導者に任命され，
。。ヴ
i
アー・オルフェノフ『日本的経営参加。神話と現実』
3 名は労働者集会で選出される [2 名(労働者と職員)は企業の従業員のなかから選出され，
1 名は「外部から」選ばれる〕。乙のような選出方法は労働者の分裂(従って，労働者の立場
の弱体化)という目的を追求している。さらには，実践が示しているように，「中立メンバー」
は，原則として，資本の側についている(従って，意思決定において資本が過半数を占める乙
とになる)。かくして，乙の (1参加」法のなかで「もっともラジカルなJ)法律でさえも偽り
の対等を保証しているにすぎない。しかも，労働者代表は自己の選挙人に所属せず，営業上の
秘密の保持という要件に束縛されているのであり，彼らが買収されたり資本の側に移ったりす
るのはこのためである。
それとともに，上記の法律は多数の進歩的な契機を内包している。特に，労務担当重役のス
テイタス規定はその代表であり，監査役会で大多数の労働者代表の同意を得なければ任命でき
ないことになっている。その結果，労働者階級が経営に積極的に介入するための一定の条件が
つくられた。西ドイツのブ、ルジョアジーがこの法律を破棄できず，乙の効力の限界を狭めるこ
とを志向している，という事実が，乙のことを間接的に証明している。この法律が採択されて
20年聞に，乙のような「対等」な監査役会が存在する企業の数は半分に減少し ff! ブルジョア
ジーが(自らが権力の座にある聞は)真の対等を許可しないことは明白な乙とである。なぜな
らば，彼らの経営権がまともに制限されるからである。プロレタリアートが政治的支配を奪い
取るならば，彼らも対等に甘んじることなく，ヨリ一歩すすめ経済を自らの統制下におくであ
ろう。それ故に，労働者と経営者が会社経営の等しい権利を(実際に)与えられるような経済
は非現実的な存在なのである。労資の利害がその性質上敵対的である以上，重大な問題に関し
て妥協的な解決を見出すことはできないのであり，その結果経済管理は封鎖されるであろう。
1951年法も(労働者と経営者の立場が完全にくい違った場合に意思決定をおこなう「中立メン
ノfー」あるいは「中立クゃループ」を普通予想している)社会改良主義者の「参加」図式もこの
ことの間接的な裏づけとなっている。 1951年法の進歩的な規定は，決して西ドイツの社会改良
主義者の労資協調的政策ではなく，プロレタリアートの激しい闘争 (1950年代の初めルール地
方は階級闘争におおわれた)によって，生まれたのであった。
すでに権力の座についている社会改良主義者が(労働者階級の圧力のもとで)導入している
「経営参加」実践の価値については，つぎの例が明瞭に示している。
社会民主労働者党がここ40年以上にわたって権力の座についているスウェーデンでは， 「参
加」が(労働者が戦後首尾一貫して経済への影響力の拡大をめざして闘争をお乙なっているに
もかかわらず)対等からほど遠いものとなっている。 1946年に，改良主義的立場にたつ労組セ
ンターと経営者連合の聞に，協力委員会を企業に設置する協定が結ぼれた。この委員会は経営
(30) Towards lndustrial Democracy. Europe, Japan and the United States. L., 1979, p.38. 
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者と労働者の同数の代表から成立した。その機能は生産効率の向上と結びついた多数の生産上
の諸問題に関して労働者に情報を与える乙とであった。乙のような「参加」公式は労働生産性
の向上と生産での「階級的平和」の維持を促進し，経営者の期待に完全に乙たえた。 1966年に
は(労働運動の高揚の結果として)乙の協定は更新され，委員会は協議機関となった。しかし，
それは極めて限定された範囲で協議機能を遂行したにすぎなかった。スウェーデン労働総同盟
が実施した調査によれば，情報の60%は，然るべき決定がお乙なわれた後で，委員会に伝達さ
れていたのであり， 26%の情報が前以って提供されていたにすぎなかった。さらに，生産にお
いて経営者と従業員の協力を保障することが，義務として，委員会に，課せられていた。
60年代の後半から，スウェーデンの労働者は経営領域における自分たちの権利の拡大に新し
い要求を呈示しはじめた。 1972年に，企業内の従業員から取締役会の役員を選出する権利を労
働組合に与える法律が制定された。乙の法律によって， 2 名の労働組合代表が会社の取締役会
のメンバーとなった。しかし，彼らが経営政策に影響を及ぼす程度は極めて小さいものであっ
た。なぜならば，その法律によれば，彼らは，労資聞にコンフリクトが生じた場合，キャスチン
ングボードを握っていなかったからであった。彼らは経営者の反労働者的措置に同意するほか
ないのである。
70年代の後半から，スウェーデンのプロレタリアートは経営参加をめざす闘争を積極的に展
開した。社会改良主義はすぐに乙れに対して(生産手段の所有を勤労者の手へ移行する乙とを
めぎした)いわゆる「マイドナー・プラン」でこたえた。乙の計画では，賃金と利潤の一定部
分を株式の発行にあて，それによって企業に特別な基金を創設するととが提案されている。そ
して， 25-75年後には50%以上の株式か1勤労者の手中に移り，「経済民主主義」か確立される，
と計画されている。乙のはかない計画でさえも(その実現を恐れる)経営者の激しい反対に出
会った。また，左翼勢力は，乙の計画が，一面では，階級闘争の基盤をあきらかに堀りくずす
ものであり，他面では，勤労者の状態を悪化させるものであるとして，これに反対した。なぜ
ならば，「マイドナー基金」とは(資本の処分下にある)投資された賃金にほかならないから
である。従って，「マイドナー・プラン」が実現にまで至らなかったことは驚くべきととでは
(32) 
ないのだ。
かくして，社会改良主義は労働者の資本主義的経営参加問題を効果的に解決することはでき
ない。その「以非」ラジカルな「参加」理論は(現実的な基盤にぶつかると)あきらかに変質
し，その経果，その政策は，結局は，資本主義体制の維持を志向する。集団的労作『民主社会
主義とはなにか?.lIの著者たちが指摘しているように，社会改良主義的な「共同参加要求は従
。1) カー・ズラピヤン『科学技術革命のもとでのスカンジナピア諸国の労働者階級と労働組合J ， 1981年，
139ぺ- :70 
(32) lndustrial Democrasy and Labour Market Policy in Sweden. Oxford, 1979, p.65. 
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業員を資本主義企業の安定化要因へと転化させているにすぎないのd3 ぞれ故に，このような
「参加」は根拠のない空想的な計画をたてる乙とであると言えるであろう。乙のことは「民主
社会主義」全体にあてはまる。共同参加の現実は，本質的には，似非参加なのである。
今日の発達した資本主義諸国の労働者階級は経営参加をもとめて積極的な闘争をお乙なって
いる。エンゲルスは，「下層階級ははじめは権力の一部をめざして闘うが，その後，現行の法
律を彼ら自身の利益と必要に応じて変える乙とができるように，乙の権力全体の獲得をめざし
て闘孔と書いている。発達した資本主義諸国の労働者階級はたとえ経済権力の一部分でも
行使できる乙とをも執劫に要求している(この乙とは経営上の意思決定への参加をめざす闘争
に直接あらわれている)。と同時に，最も意識的なプロレタリアートたちは，労働者参加を，独
占体の専横を制限し社会の革命的改造の幅広い前提をっくりだすための手段としてみなしてい
る。
マルクスとエンゲルスは，『共産党宣言」において，「共産主義者は労働者階級の直接当面の
目的と利益を達成するために闘うだけではなく，同時に現在の運動のなかに運動の将来を見通
してい♂J，と指摘していた。この(プロレタリアートの直接の利益と根本的利害の結合とい
う)観点のもとで，労働者参加を考察する乙とが必要である。(経営権力の勤労者の手中への
移行をめざす闘争を指導している)進歩的な党や組織はなによりもまず資本主義的経営の搾取
機能の制限をその目的としている。だが同時に，乙の地点にのみとどまるならば，労働者階級
はその成果を不可避的に失い，労働者参加は似非参加へと転化するであろう。上述の1951年法
によって西ドイツの勤労者が実施した「参加」が乙の例である。労働者組織ははじめは経営者
をかなり譲歩させる乙とに成功したが，経済が安定するにつれて闘争の根本的見通しを失って
しまった。もし労働者の代表者たちがはじめの段階で経営政策に積極的に影響を及ぼしていた
ならば，現在では，その後採抗された一連の法的な制限も加って，彼らは圧迫のテコをかなり
弱めるととができたであろう。
社会的に必要な管理機能の改善も労働者参加の重要な目的である。生産手段と経営管理に対
する支配者階級の独占が社会発達のブレーキとなっている。それ故に，単に搾取の制限だけで
はなく，科学技術革命の業績が最大限利潤の追求を目的としてだけではなく幅広い勤労者大衆
の欲求を考慮に入れて経済に導入されるように，経済基盤をダイナミックに発達させる乙とも，
労働者参加の課題なのである。
執勘な経済闘争を繰返しでも資本主義のもとでは搾取を根絶し社会進歩のために再生産過程
を実現する乙とが不可能である以上，資本主義構成体の枠内で労働者階級の状態を改善する乙
(33) r民主社会主義とはなにか?.I， 1979年， 95ページ。
倒 『マル・エン全集J ， 19巻， 266ページ。
間 rマル・エン全集.1， 4 巻， 458ページ。
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とは中途半端なものとなってしまうであろう。だが同時に，勤労者を経営に参加させる客観的
基盤がこの領域におけるプロレタリアートの闘いに最適な条件をつくりだしている。プロレタ
リアートの根本的利害に依拠しそれを短期的な課題の犠牲にしないことが必要である。労働者
参加は資本主義の強化ではなくその基盤をゆるがし廃絶することに奉仕する使命をになってい
る。上の行論で指摘したととしブルジョアジーは一種の「参加」を宣伝し導入しているが，
同時に経営管理領域における労働者階級の権利の事実上の拡大にあわてふためいている。乙れ
は，なによりもまず，利潤の一部分を失う恐怖ではなく，社会が民主主義的基盤のもとで本格
的に構造改革されるという危険を感じているためである。もちろん，労働者参加それ自体は
(社会改良主義者が主張しているようには)資本主義を社会主義へと転化させることはできな
い。しかし，それは資本の権力打倒の諸条件を準備する 1 つのテコにはなりうる。社会主義と
いう展望をもつことが真の労働者参加の必要不可欠な前提である。
ただ(共産主義者を含めた)労働者階級の若干の代表者たちは労働者参加問題にかなりの不
信感を表明している。彼らは，特に，そのような参加の実現の結果階級闘争が鎮静化する乙と
を恐れてい次乙のような不安にはそれなりの根拠が存在している。なぜならば，ブルジョア
ジーや社会改良主義者は労働者階級が達成したものを歪曲し，それを資本のために用いる(す
なわち，労働者参加を似非参加へと転化させる)乙とができるからである。しかし，乙の乙と
は「参加の」変質の可能性について述べているにすぎず，労働者参加そのものを決して非難し
ているわけではない。逆に，参加の首尾一貫したマルクス主義的要求の実現は不可避的に階級
闘争の激化をもたらす乙とになろう。乙れは多くの契機によって説明される。
なによりもまず，ブ、ルジョアジーは決して自発的には(偽りのものではない)真の管理テコ
を部分的にも労働者階級に譲り渡さないであろう。さらに，ブ、ルジョアジーはそれに出来る限
り抵抗し，社会的操作に訴え，似非参加を導入する。労働者参加をめざす闘争の段階でも，不
可避的に，階級闘争が激裂なものとなり， (プロレタリアートによる経済権力の一部分の獲得
以上の)多大な成果が達成されるであろう。
そして，労働者参加が実現された段階では，労資の対立がヨリ一層激化する。乙の場合，も
し激しい階級闘争の結果プロレタリアートがブ、ルジョアジーから多数の管理テコをもぎ取る乙
とに成功するならば，経営者たちは労働者参加の進歩的本質を骨抜きにしようとするであろう。
これが，今度は，労働者組織に然るべき対抗策を要求する。だが結局は，勤労者は(この乙と
を忘れてはならないのだが)経営権力の一部分をもつにすぎないのである。労資の利害がその
性質上対立する以上，それぞれが(特に，投資，モデルチェンジ，労働政策のような最も重要
な問題に関して)自分たちの方に有利になるように努力するのだ。
(36) (平和と社会主義の諸問題)， 1980年， No.7 ， 34ページ。
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かくして，労働者参加の実現は階級的平和ではなく (逆l乙)激裂な階級闘争を意味している。
なぜならば，ブ、ルジョアジーとプロレタリアートが「共同の」経営過程において(虚構にすぎ
ない) I共通の」利害ではなく自己の現実的な階級的利害を追求しているからである。もし労
働者階級が経営者と勤労者の「共同繁栄」に依拠しているならば，労働者参加は似非参加へと
変質する乙とになろう。
首尾一貫した労働者参加は階級闘争の新しい形態(すなわち，独占体の経済政策の結果では
なしその政策そのものに反対し，今日の段階でプロレタリアートの経済的利益に合致し将来
には政治領域においてプロレタリアートに最適な諸条件をつくりだすような政策をめざした闘
争)である。それ故l乙，真の労働者参加の実現は絶え間ない階級闘争の過程においてはじめて
可能となる。それは，階級闘争を，質的に新しい段階(すなわち，時々の闘争や勤労者にとっ
て不適当な時期の闘争ではなく，絶え間ない毎日毎時の闘争)へと高める。労働者参加過程の
発達それ自体が階級闘争の激化をもたらすのである。それと同時に，はじめは成功をおさめた
プロレタリアートが，協調主義的組合リーダーの影響のもとで，部分的に和解しそれ以上要求
をっきつけなくなる，ということを認めなければならない。それ故に，上述した(プロレタリ
アートが若干の管理権力テコを獲得すると階級闘争が鎮静化するという)危倶は，労働者参加
の首尾一貫した実現かあるいは不徹底な実現かという問題，労働者組織による指導が適切か否
かの問題に，関連させなければならないのである。
労働者階級の進歩的な政党や労働組合はすべての水準における真の経営参加を主張している。
作業域，職区，職場水準では，彼らは，ヨリ人間的な労働条件，安全技術の順守，労働者の生
産生活を意義あるものにすること，をめざして闘っている。彼らは，また，科学技術進歩の業
績が勤労者の利益に反するように利用されないこと，新しい労働組織形態が彼らの聞に不健震
な競争を生みだし失業につながらない乙と，を要求している。彼らは全く正当にも，このこと
を，ヨリ高い水準における労働者参加の実施をめざす問題と，結びつけている。
上の行論で指摘したように，経営への共同参加の中心的問題は労働者を企業(会社)の管理
へと参加させることである。乙の ζ とは労働者参加にもあてはまる。勤労者が経営者から管理
テコの一部分をもぎ取ることができる重要な領域は工業企業である。労働者代表の企業(会社)
〔しかも代表的存在であるような企業(会社) J の決定機関の活動への参加は今日進歩的勢力の
最も重要な要求の 1 つである。例えば，イタリア共産党14回大会では，「生産タイプの変更は，
一定の種の生産物の減少，一定の生産の縮少と他の生産の拡大，テクノロジーと設備利用にお
ける革新そして必要な場合には労働力の配置転換，をもたらす。しかし，我々は，乙れらの問
題が個々の私的企業あるいは国有企業の指導者の裁量にまかされることのないように闘ってい
るのである J ，と強調された。
(叩 『イタリア共産党19回大会~， 1976年， 277ページ。
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国家的な経済政策の決定レベルでは，労働者参加の発達はかなり困難である。乙れは，ブ、ル
ジョア的な国家機関の条件下では，プロレタリアートが国家的な経済調整メカニズムに影響を
及ぼすようなテコをほとんど獲得できないためである。最良の場合でも，これは政府の協議委
員会の活動への労働者代表のきわめて形式的な参加におちつくであろう。プロレタリアートに
とって最も重要な契機は，そこで経済情報を入手し，それを基礎としてプロレタリアートが階
級闘争の展開を科学的に計画できることである。多くの西欧諸国の共産党と労働者党は，乙の
レベルで、は，労働者参加のスローガンが民主的な国有化要求と必ず結びつかなければならない，
と指摘している。そうでないならば，それはその意義を失う。
かくして，労働者参加とは資本主義経営への参加であり(ある意味では)その否定でもある。
乙のような参加をプロレタリアートの経済的闘争形態にのみ帰着させる乙とは誤りである。そ
れは同時に政治的な闘争形態であり，それらの特殊合金なのである。労働者階級は，本質的に
は，経済権力システムの(たとえ部分的な中途半端なものにおわろうとも)再編成をめざして
いるが，これはあきらかに政治的要求なのである。資本主義社会の反独占民主化(すなわち，
その社会の民主的なもう 1 つのものへの発達)のもとでの労働者参加の順調な発達の産物が民
主主義的統制である。革命的状況が生まれるならば，労働者参加制度は極めて重要な役割を果
たし，労働者統制制度へと転化するであろう。
資本主義経営への労働者の「参加J (共同参加)はプロレタリアートにとってもブルジョア
ジーにとっても両刃の道具である。支配者階級はこの領域のプロレタリアートの要求を簡単に
は払いのけることができず，社会的操作に訴えることになる。しかし，労働者はブ、ルジョアジ
ーが導入した制度を改造し，自己のために機能させる乙とができる。他面で，ブ、ルジョアジー
は(プロレタリアートが激しい階級闘争のなかで獲得した)制度の進歩的本質を変質させ，歪
曲し，自己の利害に奉仕させる乙とができる。それ故に，労働者を経営に参加させるべきかそ
れとも参加させるべきでないのかという問題のたて方をしてはならないのである。なんらかの
共同参加形態は必ず導入されるであろう。なぜならば，乙れは経済的命令であるからである。
問題は全く別のと乙ろにある。なにが支配的なのか，似非参加かそれとも真の労働者参加なの
か?それと同時に，今日大多数の資本主義諸国においてブ、ルジョアジーが「参加」運動のイニ
シアティブをとる乙とに成功している乙とを考慮しなければならない。進歩的勢力の立場は，
彼らの聞に乙の問題をめぐって意見の相違がみられまた労働者の経営参加の統一理論が事実上
存在していないために，弱いものとなっている。共産党や進歩的な労働組合は，単l乙似非参加
を拒否するだけではなく，労働者参加の建設的要求をそれに対置させなければならない，とい
うことを理解している。あらゆる「参加」を(根拠を示さず l乙)否定するならば，幅広い労働
者大衆の支持を失う乙とにもなりかねないのである。
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第 1 章労働者の経営「参加」問題に関する
日本の主要な政治勢力の立場
日本では， 1970年代の初めから，「経営参加」への関心が非常に高まってきた。日本の事実
上すべての主要な政治勢力が「参加」問題に関してかなり明確に発言し，この領域で自己の政
策を実施しはじめた。
日本の支配階級は労働者の経営「参加」に非常に注目している。ソヒ、、エトの研究者アー・イ
ワノフ (A. I1B8HoB) によれば， 「日本の大資本の組織が，今日の社会経済的状況そして政治的
状況の評価だけではなく将来の発達の展望にも依拠して，「参加』問題のすべての側面を詳細
に研究しているような，印象がみられる ot
日本のブ、ルジョア研究者たちはしばしば，資本が管理領域における勤労者の権利拡大の主要
な発起者である，と示そうと努めている。しかし，事実は彼らの主張と対立している。支配階
級は自己の利害に依拠して，公然とあるいは隠然と労働者階級に敵対しているのであれこの
ことはこれら階級の聞に存在する矛盾が敵対的性格を帯びていることを証明している。ブ、ルジ
ョアジーは，その時々の条件に応じて，反労働者的政策をみせかけの進歩的な衣服でおおうこ
とができる。それ故に，「経営参加」問題に対する日本の経営者組織と政府機関の立場はなに
よりも労資聞の相互関係の発達と対立の程度に規定されている。
日本の社会改良主義勢力が「参加」問題に非常に積極的である。だが，彼らは労資「共通の
利害」の存在という立場からこの問題の解決にアプローチしているために，資本主義のくさび
からのプロレタリアートの解放に事実上そむき，プロレタリアートをつないでいる鎖に「金メ
ッキする」ことを志向しているにすぎない。「経営参加」が彼らのなかに勤労者の経済的およ
び社会的生活諸条件を若干改善するが同時に資本主義の基盤を強化する制度として高い関心を
呼んでいるのはまさにこのためなのである。
日本の真の民主主義勢力は，労働の搾取の強化や独占体の利潤の増大そして「社会的協力」
雰囲気の創造をめざした資本主義的な「参加」実践，に反対している。彼らは幅広い労働者人
民の利害のためにおこなわれるような参加に賛成の意を表明している。
第 1 節独占資本と「参加」問題
第 2 次世界大戦における軍国主義国日本の壊滅が乙の国の労働運動の未曽有の高揚の主要な
原因であった。経営参加をめざす闘争が戦後すぐの日本の勤労者の闘争の基本的な方向の 1 つ
となった。乙の闘争の最初の段階において労働者階級は本質的な成功をおさめることができた。
(1) アー・イワノフ「労働者の経営参加問題と日本の現実」一一『世界経済と国際関係心 1981年， No.2 , 128 
ページ。
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勤労者はブ、ルジョアジーをして一連の企業に経営協議会を設置することを余儀なくさせたので
ある。乙の会議は同数の経営者代表と労組代表から成りたち，その決定は指令的性格をもち，
企業活動のすべての側面をカバーしていた。 1946年前半には， 170 企業に経営協議会が設置さ
れfiT 乙れは，階級闘争の立場にたつ勤労者が自己の利益になるように経営政策の作成に本質
的に影響を与えることができる，極めて有効な制度であった〔いわゆる生産管理闘争のことで
ある一一訳者〕。
勤労者の重大な成果は支配階級の激しい抵抗を引きお乙した。それは，根拠なしに，私的所
有制度の基盤の侵害としてまた(根本的な政治的性格を帯びた)要求実現のための独特な「ジ
ャンブρ台」としてみなされたのであった。それ故IL.，日本のブ、ルジョアジーは，最初のショッ
クから立上がると，アメリカの占領権力の支持のもとに，生産協議会を決定的に攻撃した。生
産協議会は， 1946年夏の最高裁判所の決定によって，違憲とされ，間もなくそれを根拠に廃止
させられT2 かくして，「経営参加をめざす」運動の繁明期一乙の時代には，プロレタリア
ートがその運動普及の積極的なそして唯一の首導者であった一ーに，日本のブルジョアジーは
自己の経営権を制限するすべてのものを排除する姿勢を明白に示したのであった。
それとともに，日本の独占資本はまもなくその利害に気付いた，すなわち，独占資本自体が
「経営参加」導入の推進者となり，乙の運動が独占資本の厳しい統制下でお乙なわれるならば，
そ乙から利益を引きだすことができるのではないかという乙とに気付いたのである。それがた
めに， 1950年代中頃から，日本の独占体は経営問題の解決に勤労者を参加させることに多大な
関心を示すようになった。独占体は，この時期，特に 2 つの「参加」万式に注目した。アメリカ
の「人間関係」学派のモチベーション万式と「労使協議制」である。
1950年代の初め頃から，日本の文献において，「人間関係」システムに関して幅広く議論が
展開された。ある人々は，伝統的なモチベーション・システムが時代遅れの代物であり，それ
を「人間関係」学派の新しい方式と替えなければならない，と主張した。また逆l乙，他の人々
は，伝統的な温情主義的なシステムを以前と同じままの形で維持していくことを強く要求した。
議論の展開につれてこれらの極論はしりぞけられ，古い万式と最新の制度を結合する乙とが最
も効果的である乙とが確認された。その後， {古河電気〉の経営者の 1 人である水谷雅ーが乙
の見解を極めて明白に表現した。 I{人間関係〉論は，それが簡明であり具体的であるがために，
非常に魅力的である。しかし，アメリカ的なものがそのままで我々の企業に役立つと考えては
ならない。現実に利用可能でありまた日本の諸条件にもとづいて我々に真に価値あるものだけ
を借用することが必要である叫
(2) 中山伊知郎『労使関係の経済社会学~，東京， 1976年， 256ページ。
(3) R. Scalapio, Japan. Labour and Economic Development, N. Y. -L., 1959, p.124. 
(4) 水谷雅一『ヒューマン・リレーションズ.!l，東京， 1978年， 70ページ。
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またこの時期に，様々な「人間関係」制度の導入がはじまった。労務管理と労資関係領域の
諸方策を整合するために，日本の独占資本はアメリカの独占体の助力を得て1955年に日本生産
性本部を設立した。日本生産性本部は「人間関係」の具体的勧告の作成とその宣伝活動を積極
的に展開した。その結果， 1956年には，日本の大企業の84%がそれぞれの企業においてE.Ma­
yo と F. Roethlisberogrの方式を実践し， 60年代の初めには，事実上ほとんどすべての企業にお
いて「人間関係」がなんらかの形態で、導入されるに至っ T2
周知のごとし「人間関係」学派の方式は経済的というよりはむしろ道徳・心理的次元の諸
措置の複合体である。それらは極めて多彩1であり，それらを単純に「経営参加」に含めること
はできない。「ニコ・ポン」方式，「職場懇談会」制度，「人事相談」制度などは，労働者に，
経営権の一部分を委譲する可能性すらもあらかじめ考慮に入れていなしぞそれらの制度は，
(現代の生産のもとで急激に増している)心理的負荷をある程度取り去り，それによって労働
生産性向上を促進し，勤労者の階級意識の高揚を妨げている。だがそれとともに，「人間関係」
学派の若干の方式は現場レベルの具体的な生産過程の管理に関する労働者の機能の拡大を促進
している。乙の学派はヨリ高次のレベルのいかなる「参加」も考慮に入れていない。それ故IL.，
「人間関係」枠内の「経営参加」の可能性は極めて制限されたものである。それは現場レベ、ル
の「参加」にすぎない。
日本の独占資本による労使協議制の宣伝と導入も，「参加」問題の観点からみると，極めて
興味深いものである。戦後日本の労働法では，労働組合の(経営者との)団体交渉権が確認さ
れている。 50年代初めに団体交渉が日本の労働者の利害を護る効果的な手段となり，それが今
日まで続いている。団体交渉の過程で労働協約が作成され，雇用条件，賃金額そして労働時間
が決められている。勤労者は普通ストライキによって団体交渉での立場を強める乙とに成功し，
乙のことがしばしば経営者をして労働者階級への譲歩を全儀なくさせている。従って，団体交
渉とは〔資本との〕対決制度であり，プロレタリアートの階級闘争の経済的形態の 1 つである。
乙のような状態は支配者階級を満足させることはできなかった。独占資本は団体交渉に代わる
ものとして労使協議制を普及させる方針を採ったのである。
1956年，日本生産性本部に，労使協議制常任委員会が設置された。労働問題の著名な研究者
中山伊知郎がこれを指導した。乙の委員会は， 1950年代終りから 1960年代にかけて，日本労働
協会と協力して，労使協議制の理論的研究をお乙ないその幅広い普及につとめた。
1.中山の見解に従えば，労使協議制は，企業家と賃労働者の聞に生じた問題を，協力の立
(5) 富田嘉郎『人間関係管理論.1，東京， 1978年， 76ぺージ。
(6) 乙のシステムについては，ヴェ・フルィノフ『科学技術革命のもとでの日本の労働者階級.1， 1978年， 112 
一118ページ参照。
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場から，解決する手段で、ぁ 41 乙の制度は，彼の構想によれば，日本の支配者層が幅広く宣伝
している〈労使関係の二重性〉論(乙れは〈パイの理論〉としても知られている)を具体化す
る主要な要素の 1 つとならなければならなかった。パイの生産は労使の利害を一致させる目標
であり，その分配がその利害を対立させる領域で、ぁよ)と1.中山は主張している。換言すれ
ば，企業家と賃労働者は，「共通の利害」に則って，最大限の価値を生産し実現しなければな
らないのであり，その後この価値の分配をめぐって対立するにすぎないのである。〈パイの理
論〉にもとづいて，労使協議制の導入が勧告された。日本では，団体交渉と労使協議制が明確
に区別され，団体交渉は企業家と賃勢働者の利害が対立しあう問題を扱い，労使協議制は両者
の利害が共通する問題を扱っていよ)と1.中山は主張している。かくして，支配者階級は形
式的には団体交渉l乙反対せず，その領域のなかから労使双方の利害にかかわる一連の諸問題を
排除し，それらを協議機関の検討に委ねようとしたのである。1.中山は，企業家に，労使協
議制が団体交渉の前段階に転化しないように，特に，驚告を発し fj! これによって，資本は，
労働者階級の(このかなり効果的な)経済的闘争形態をある程度弱めることに成功したのであ
っ fこ。
労使協議制はその名称に完全に合致している，と指摘できる。事実上いかなる決定もおこな
われず，当時者の意見の交換に限定されている乙とが問題なのである。ブ、ルジョア研究者はこ
のような(労働者にいかなる経営権をも与えない) I参加」を歓迎している。三藤正によれば，
労働者には決定的な参加は不要である。なぜならば，乙れは経営l乙対する責任を分かちあうこ
とにつながるからで、ぁイ!従って，労使協議制は資本の経営権のいかなる制限も考慮に入れて
いないのだ。すべての問題はこの機関において経営者と労組の指導者の間で審議され，一般の
組合員たちは多くの場合その経過や結果についても知らされることがない。本質的には，協議
機関は実質的にほとんど権利をもっていないのである。極めて社会改良主義的である。松下電
器の労働組合のリーダーでさえもこのような現実を批判して，我々は会社首脳部のいくつかの
会議に形式的に参加しているにすぎない，と述べざるをえなかったほどである。
労使協議制は労働者にはいかなる利益ももたらさないが，資本にとっては，対決の緩和とい
う点で，極めて有益である。 60年代中頃に，日本生産性本部がこの制度の実態調査をお乙なっ
た。そして，その当時にすでに日本の企業の68%でそれが実施されていたことが判明した。そ
して，乙の制度が実施されていた企業の経営者の80%以上が「労資協力」政策実施の立場から
(7) 中山伊知郎『労使協議制~，東京， 1965年， 29ページ。
(8) 中山伊知郎『労使関係の経済社会学~， 220ページ。
(9) 中山伊知郎「労使協議制~， 1 ページ。
(10) 同上。
(11) 三藤正『労使協議制の話~，東京， 1961年， 47ページ。
(12) The Japan Times, 24. 07. 1974. 
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その有効性を高く評価していfj!T. 三藤は，その結果l乙狂喜し，労使協議制は労組と労働者
を現代の(日本の一引用者)社会へ統合させるすばらしい手段であると結論づ、け必
しかし，当時は急速に経済成長が押し進められた時期であり，これらのブ、ルジョア的「参加」
方式が必ずしも重要な役割を果たしたわけで、はなかった。「人間関係」も労使協議制もその当
時には労資関係システムの主要な要素ではなく，終身雇用，年功賃金，企業別組合にもとづい
た伝統的システムを補強する役割を果たしたにすぎなかったのである。参加方式は深く侵透し
たのではなくいわば広く浅く普及したのであれこのことは，それらが「労資の利害の一致」
政策において従属的な位置を占めていることを証明している。家族主義的経営 (pate rnalism) 
自体がその当時不動のものとしてブ、ルジョアジーの経済的および政治的利害に完全に答えてお
り，非伝統的ないかなる支えをも必要としなかったのであった。
だが70年代の前半頃から，労資関係は(基本的には長期自払)多数の要因の作用によって大
きく変化しはじめた。これが，独占ブ、ルジョアジーにとって，家族主義的経営を補強する非伝
統的な方式あるいはそれに取って替わることができるものを本気で研究する動因となった。
日本の支配階級は労働者の経営「参加」を選摂した。事実70年代の後半にはいると，主要な
企業附属およびブ、ルジョア科学研究機関がこの問題について報告書を公表しはじめた。乙の時
期l乙，参加問題を論じた数十冊のモノグラフと数百冊の論文が執筆されている。活発な議論が
幅広くおこなわれ，日本の著名なブ、ルジョア労働問題研究者(中山伊知郎，大河内一男，尾高
邦雄，丸尾直美など)が非常に積極的に参加した。そして， (その時期までは非常に慎重にそ
して多数の条件付きで使用されてきた) I経営参加」という術語が議論につれて完全に定着し
た。センセーショナルなことを好む日本の新聞は70年代後半を「参加の時代」と命名さえした。
しかし，この時期には，特に，日本経済全体の根本的な構造改革がヨリ重要な問題であったこ
とを考えるならば，乙れはあきらかに誇張であった。だが，「参加」問題をめぐって生じたさ
わぎはそれほど大きかったのである。
「経営参加」への多大な注目は資本主義社会発達の全般的合法則性に依るものである。その
ような合法則性とは，特l乙，資本主義の全般的危機の深化，経済分野における帝国主義国家聞
の矛盾の尖鋭化，労働者の階級意識の高揚，労働者のアブセンテイズムの拡がりである。 60年
代後半から「参加」問題はすべての発達した資本主義国において切迫したものとなった。若干
の諸国(西ドイツ，フランス，イギリス，イタリア)では，この問題をめぐって正真正銘の階
級闘争が燃えあがっ fj! 日本には(この国にのみ特徴的な) I参加」問題への関心高まりの原
(13) 三藤正『労使協議制と経営参加~，東京， 1967年， 241ページ。
(14) 向上， 39ページ。
(15) 詳細は，第 2 章第 2 節を参照。
(16) ゲー・ステパニエンコ『西ドイツの労働者経営参加問題に関する政治闘争 (1969-1976年)， 1980年;『資
本主義諸国の労働組合と経営参加をめざす労働者の闘い~， 1976年参照。
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因が存在している。そのような原因として，なによりもまず，終身雇用と年功賃金という伝統
的システムが資本にとって経済的に有利ではなくなり崩壊しはじめたために，相対的に「平和
的」性格を帯びていた労資関係が危機におちいったという事情をあげなければならない。その
結果当然の乙ととして，日本のブ、ルジョアジーは社会的安定を堅固なものとするためにこの状
態からの脱出をはかった。日本のブ、ルジョア科学が1974-75年の経済危機の真最中に「経営参
加」問題にはじめて本気に取り組んだという事実にも注目すべきであろう。 50-60年代の研究
はむしろ予備的な性格をもっていた。日本型のブ、ルジョア的参加が危機の重荷と新しい(危機
後の経済発達期の)負担を労働者に肩がわりさせる試みである乙とには，疑問の余地がない。
日本の独占資本は経営「参加」問題において二重の立場を占めている。一面で，巨大ブ、ルジ
ョアジーは，新しい条件のもとでは権威主義的な経営方法によって物質的財貨および資本主義
の生産諸関係をヨリ一層生産し再生産することは不可能である，と明確に認識している。日本
の社会学者安井二郎が指摘しているように，今日の危機を克服するためには，労使の協力が必
要なのであり，その具体的なあらわれが経営参加の発達だJLのだ。しかし他面で，資本は自
己の経営権を極めて熱心に擁護し，自己にとって望ましくない「参加」制度の発達の途を多少
の根拠をもって警戒した。これに関連して，日本のブ、ルジョア経済学者丸尾直美は，経営参加
は，経営者が計画した枠を越えると，革命的な性格をもつことになる，と警告していイ!それ
故に，独占ブ、ルジョアツーによって労働者階級に提起きれている「参加」の限界は，その性質
上，極めて狭いものなのである。ソビエトの研究者ヴエ・クールシコフ(B. rJIYWKOB) は，特IL.，
「ブ、ルジョア実務家，社会学者そして政治家のなかで最も先見の明のある人々は，生産におけ
る労働者の権利という問題に関して労働運動と経営者との聞に赤裸々な対立が生じる乙とを警
戒し，上から『イニシアティブ』を発揮することを執擁にアッピールしてい札，と指摘して
いる。換言すれば，日本の独占ブ、ルジョアジーは(生産における労働者階級の無権利状態が引
きおこす)ラジカルな社会的大変動を予防しようと試み，経営管理の領域において独特な「白
色革命」を実施しようとしているのである。しかしながら，「なにかを与える」が「本質的なも
のはなにも与えない」ことがブ、ルジョア的「参加」の必然的限界である。それ故IL.，支配階級
は乙の領域で労働者に対してほんの少しだけ譲歩してもよいのである。
序論で示したように，独占ブ.ルジョアジーは，なんらかの「参加」制度を導入する場合， 2 
つの主要な目的を追求する。すなわち，一面で，社会経済構成体としての資本主義を維持しそ
の再生産の条件を改善する乙と，他面で，狭い経済的利害をもとめ利潤量を増大させること。
乙れら 2 つの目的は，労働運動が発達するにつれて，相互に激しく矛盾するようになる。それ
(17) (日本労働協会雑誌}， 17-5(194) , 15ページ。
(18) (日本労働協会雑誌}， 18-2 (203) , 2 ページ。
(19) w現代資本主義と労働者階級:反マルクス主義概念批判.11， 1976年， 172ページ。
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故l乙，それらを両立させることは極めて複雑な課題である。ブ、ルジョア研究者が普通それらの
どちらか一方に注意を集中させているという事実もこのことを物語っている。例えば，専修大
学教授正村公宏は，『新しい社会秩序確立の手段としての参加』という大げさなかっもったい
振ったタイトルの著作において，勤労者の経営「参加」過程の発達は社会的に公平な社会の出現
をもたらすことになる，と主張している。彼は，乙れは上司と部下そして搾取者と被搾取者の
聞の相違をとり払った社会で、あま?と述べている。だが，乙の (r経営参加」のうえに築かれ
る) r新しし 'J 社会の根底には資本主義経済のいままでの原則が横たわっているのであり(彼
にはそれらの原則を捨て去るつもりが全くない) ，彼の理論には社会主義のかけらも存在して
いない。正村は，「参加制度では，少数者が多数者の決定を一一見解の相違はありうるだろう
が一一遂行しなければならない。従って，参加は少数者の自由を保証するという古くて新しい
問題を内包してし121 と主張している。
ブ、ルジョア学者は少数者にいかなる自由を配慮しているのであろうか? 彼のつぎのような
主張がこの問題に完全な回答を与えている。「現代の(資本主義一一引用者)社会がいままで
守ってきた個人の自由が参加によっておびやかされるという危険か存在していA かくして，
正村公宏の処万筆にもとづいて築かれる「社会的に公平な社会」は少数者が多数者を搾取する
という現代のブ、ルジョア的自由を考慮に入れなければならないのであり，搾取される多数者は
この自由を「社会的公平」の表現として自発的に認めなければならないのだ。搾取を完全に眼
にふれないようにし労働者階級の革命能力を目覚ませないようにするために，それを，正村公
宏の見解に従えば，「参加」というイチヂクの葉〔恥ずべき行為をおおい隠すもの一一訳注〕
でおおわねばならないのである。この例は，ブ、ルジョア自由主義の限界を，それが労働者階級
の根本的利益に対立していることを，極めて明確に示してい J!
別のブ、ルジョア研究者たちは「経営参加」にむしろヨリ現実的な目的(すなわち，その助け
を借りて生産の具体的な経済的効率を高めること)を提起している。例えば，労働問題の著名
な研究者の一人である元東大教授尾高邦雄は，これについて，参加の実践は，個々の職場，従
って，会社全体の労働生産性を高める，と書いている。
これに関連して，つぎの 2 つの契機に言及しなければならない。なによりもまず，かなり強
力な力をもちそう悪くない財政状態にある日本の労働組合が自己の要求を満足させるために普
通ストライキに訴えているということを指摘する必要がある。最近の日本はストライキ闘争の
(20) K. Masamura, Participation as a Means of Establishing a New Social Order, Tokyo, 1976, 
p.l72. 
(21) lbid., p. 8. 
(22) lbid., p. 9. 
(23) K. Odaka, Toward lndustrial Democracy, p.202. 
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水準の点で他の発達した資本主義諸国に本質的に後れをとっているにもかかわらず，ストライ
キによる労働時間の損失はかなりのものとなっている。公式資料によれば， 1969-80年にかけ
て，乙の国では半日 (12時間)以上のストライキによる労働損失日数は4910万日に及んd! 日
本の経営者は1970年代中頃から「減量経営」に転じ，乙の事態に重大な関心を払いはじめてい
る。彼らは，労働時間および労働費用の節約のために，様々なストライキ破りの方法を工案し
ている。若干のブ、ルジョア学者は，この目的のために，「経営参加」を推薦している。彼らは
労働組合のリーダーに経営活動に参加する仮空の可能性を与えるように呼びかけ，労組はスト
ライキ権を放棄したと主張している:第 3 章において，乙のようなブ、ルジョア的「参加」形態
が大新聞社「サンケイ新聞」においていかに実現されているかを検討する予定である。
さらに，低い水準(作業域，職区，職場)の「参加」一一乙れは，労働者や職員IL.，個人とし
てまた班として，具体的な労働過程の管理において相対的な自主性を与える乙とである に
よって，労働生産性の本質的向上そして特に生産物の質の向上を達成する乙とが可能になって
いる，ということを強調しなければならない。現在帝国主義諸国の経済的対立({経済戦争})
が激化している。このような条件下では，乙れらの課題の解決が，独占資本にとって，非常に
大きな意義をもっているのである。すなわち，労働が益々集約され複雑となっているなかで労
働を厳格に規制する乙とがしばしば逆の結果をもたらすことになる，ということが問題なのだ。
現代の生産は労働者が労働に積極的に興味をもって接する乙とを要求しているが，ブ、ルジョア
研究者たちはアブセンテイズムの増大を不安な気持でながめている。もちろん，アブセンテイ
ズムの根源はかなり深く生産手段の所有関係に起因しているが，部分的には，少なくとも意識
の面では，産業心理学やブ、ルジョア的労働科学の手法によってそれを克服することができる。
それ故に，作業域や余り大きくない生産職区の範囲内で現代の労働者に一定の自由を与えるこ
とが必要となってくるのである。そして，これにともなって生じた余分な費用(例えば，賃金
の若干の増額)は利潤の増加によって充分回収されている。
独占資本によって宣伝されている「経営参加」の 2 つの課題(すなわち，労使関係の緊張を
やわらげ，同時に経済効率を高めること)はこの問題を研究しているすべてのブ、ルジョア学者
を一貫してつらぬいている。しかし，乙の問題に関する個々の独占資本ブ、ルジョアジー・グル
ープの立場を評価するためには，なによりもまず，日本の主要な経営者組織の報告書を考察す
ることが必要である。経営者組織の考え方は多数のビジネスにとって行動の指針となっている。
大資本の 4 つの「頭脳センターJ (日経連，経済同友会，社会経済国民会義，日本生産性本部)
が「参加」問題を詳細に研究している。(上の行論で述べたように)労働者の経営参加に対す
る支配階級の態度や支配階級が「参加」にもとめている目的が 2 董の性格をもっているために，
側 『労働統計要覧.J]，東京， 1979年， 212ページ;『労働統計要覧.J]， 1982年， 204ページ。
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これらの組織はこの問題に関してその見解をかなり異にしている。さらには，研究そのものが
内的に極めて矛盾している。独占資本が提起している「経営参加」プログラムのなかで最も重
要なものを詳細に検討してみたい。
日経連は， 1976年に，『全員参画経営」と題された報告書を公刊した。この報告書の執筆者
たちの見解に従えば，日本は， 1974-75年の経済危機の後，複雑な発達時期を経ている。彼ら
は，今後10カ年に，企業内において高学歴者の割合が益々増大するであろう……そのような労
働者の欲求に充分応えることができるような仕事を提供できないならば，欠勤率や移動率が増
大す d? と書いている。これらの. (r適度な経済成長テンポ」の時代に生じやすい)否定的
な現象を避けるために，日経連エコノミストが提唱した「全員参画経営」論の諸原則をマネジ
メントの実践に導入するように，経営者に対して，勧告されている。この理論によれば，現代
の資本主義生産の主要な目的は 3 つの課題(最大の経済効率の達成，仕事の人間化，社会性)
を最適な形で統合し同時に実現することである。そして，これが，報告書で指摘されているよ
うに，「全員参画経営J (その企業あるいは会社の全従業員の合意のもとで意思決定をおこなう
システム)の助けを借りると，最上のやり万で達成できるのだ。
報告書の執筆者たちは 3 つの課題の統合的実現を自己の信念としているが，その後者の 2 つ
の課題についてはすぐに忘れ去り，第 1 の(資本主義生産の)伝統的な目的(すなわち，労働
力の最大限搾取)のみに注目している。彼らは，これらの提案の実現は経営者に少なからざる
(なによりもまず経済的)利益をもたらす，と明言している。日経連エコノミストは，「一面，
経営の民主化は企業内合意の促進による経営者と従業員との関係の改善，ひいては労使関係の安
定をもたらし，他面，仕事の人間化は組織の巨大化や単調作業による人間疎外感を克服し，
この両面の効果が結合して生産性の向上わながり，効率性の実現につなが札と主張
している。従って，日経連エコノミストは，仕事の人間化と社会性という課題の解決を，最大
の経済効率の達成という課題に，従属させているのである。
報告書には，「全員参画経営」の具体的形態が詳細に述べられている。提案制度，労使協議
制， Q C サークル，小集団活動，がそれである。この場合，「全員参画経営」の基盤は，報告書に
よれば，「職場レベルの意思決定~の直接的参加J，すなわち，後者の 2 つの制度 [Q C サーク
ルと小集団活動一一訳者〕である。さらには，「利潤参加」や「所有参加」のような(階級闘争
を破壊することが試験ずみの)方式にも多大な注意が払われている。
「経営参加」推進提案が極めて制限されたものである(すなわち，それらは日本の企業にお
いてすでに充分普及し長期間にわたって実践されている制度の枠を越えることはない)にもか
間 『経営参加の論理と展望~，東京， 1979年， 303ページ。
側同上書， 304ページ。
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かわらず，日経連エコノミストは，乙れらの制度が支配階級にとって望ましくない発達の途を
たどりはしないかと危倶している。報告書の執筆者たちは，労使協議制が会社レベルの「参加」
の主要な形態でなければならないと主張し，「残念な乙とに，乙れ (r経営参加」一一引用者)
を階級闘争の激化のために利用しようとしている労働組合が存在し，乙のことがこの制度の発
達を妨げている J，と嘆いている。彼らが，経営者側からの厳しい統制が「全員参画経営J の成
間成功裏実施の必須条件である，と特に強調しているのも乙のためである。
日経連エコノミス卜は，報告書から判断すると，労働組合の真に効果的な経営参加に公然と
反対している。そ乙で、は， (執筆者たちの見解に従えば，多様な意見の妥協ではなく，階級闘
争の結果ではなく， トップマネジメントから一般従業員にいたる会社のすべての従業員が「全
員責任」を自覚して自発的に結びっく乙とによって，実現されなければならない) r参画経営」
と(経営政策に労働組合がかなり効果的に影響を与えるための一定の条件をつくりだす) r経
営参加」が，はっきりと区別されている。日経連エコノミストは，特に，労働組合のリーダー
を会社の取締役会民参加させる乙とを前提とした「参加」を批判している。なぜならば，これ
は，彼らの見解に従えば，不可避的I乙会社経営の責任を完全に分担する乙とにつながり，労働
組合はその独立性を失う乙とになるからである。事実，そのような危険は存在している。しか
し，日経連の報告書をみるかぎり，乙のような(労働組合運動の発達に関する) r心配」は極
めてあいまいなものにおわっている。むしろ，経営者の一部に，労働者やその代表を経営構造
に(ごまかしではなく)実際に根づかせることはマネジメントの自由を制限することになるの
ではないかという危倶がみられた。
報告書では，会社レベル(特に職場レベル)の「参加」に主要な注意が払われているが，同時
に「社会参加」あるいは「政策参加」についても述べられている。報告書の執筆者の構想に従
えば，それは，産業部門別や国民経済レベルの協議機関を通じて，おこなわなければならない。
しかし同時1[， 彼らは，経済政策の策定への労働組合「参加」の推進は政党と労働組合の機能
の混同をもたらす乙とになろう，と警告している。「労働組合の社会参加」の最も重要な前提
は，彼らの見解に従えば，組合とは反社会的なもの(反資本主義的なもの一一引用者)ではな
くマネジメントのパートナーでなければならないという事実を労働組合が認識する乙とである。
乙のタイプのブ、ルジョア的「参加」は日本の労働者の手中から(ナショナル・センターや産業
別連合体をベースとしておこなわれている春闘や秋闘といった)恐るべき武器を取っ払うこと
をめざしている。労働者階級の強力な行動を労働組合リーダーとの((共通の利害の順守〉と
いう立場に立つ)現実離れした交渉と取り替えることは，いうまでもなく，経営者にとって非
常に望ましいことであろう。
間 『経営参加の論理と展望J，東京， 1979年， 308ページ。
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日経連の報告書の基本的命題はこのようなものである。乙の執筆者たちは，国民全体そして
(いかなる階級に属するかに関わりなく)その個々の代表者たちの進歩を促進させたいという
意欲を，様々な表現で，宣言している。しかし，現実には，なにがそこに隠されているのであ
ろうか?
なによりもまず，日経連は低い経済レベルにおいてのみ労働者の現実的な経営参加を支持し
ている。そのような参加は経営権をおびやかさず，労働生産性の向上を促進するのだ。さらに
は，企業や事業体レベルの意思決定には労働者階級を参加させたくないという志向が極めて鮮
明にあらわれている。それは経済権力構造の本質的な変更を意味する。結局，日経連エコノミ
ストは，「経営参加」をめざす運動を自己の統制下に置いたり労働組合を (1杜会参加」を媒
介とした)改良主義的レールにのせることだけではなく，労働組合運動を全体として廃止した
いという希望を，はっきりと，示しているのだ。報告書では，全員参画経営がすみやかに推進
されるならば，労働組合は不用とな d? と指摘されている。日経連エコノミストが，日本では
(労働者階級の利益を擁護している)唯一の「参加制度J (すなわち団体交渉)を，それが主
として労働条件を中心とする取引手続きであることを論拠として，「経営参加」の形態として
みなしていないという事実は，乙れと関連して，示唆的で、あま!その代り ι 労使協議制の極
めて不明瞭なあいまいな推進が提案されているのだ。乙の乙とから，なにも解決されるのでは
なくうわべだけの生産民主主義がっくりだされているような機関が，大資本にとって，魅力的
であることがわかる。「階級平和」という偽善的なスローガンのもとでプロレタリアートの搾
取を強化すること一一これが「全員参画経営」論の本質なのである。
経済同友会は， 1976年に，いわゆる『経営参加小委員会研究報告書』を公刊した。そこには，
(戦後の日本に特徴的な)階級間移動が高いことと(いわゆる「運命共同体」にもとづく)労
使関係が急速な経済発達の基盤となったという考え方が，示されている。しかし，報告書で指
摘されているように， (日本経済が1970年代後半から体験してきた) トラブ、ルが日本の社会生
活の基本的原則の存在そのものをおびやかしはじめた。かくして，効率性と社会的公正とのバ
ランスの確保が新しい発達段階の主要な課題である。経済同友会は，労働者を経営に参加させ
ることによって，この問題を解決するように提案している。
報告書によれば，「経営参加」は 2 つのレベル(企業と職場)においておこなわれる。企業
レベルでは，それは，労働者管理制度，労働者重役制，労使協議制度，団体交渉そして「利潤
参加」という形態をとる。職場レベルでは，経済同友会によって，脱ベルトコンベヤ一方式，
自己申告制，職場懇談会，小集団活動，提案制度が，「参加」形態として，とりあげられてし銭。
側 『経営参加の論理と展望.!]，東京， 1979年， 305ページ。
側同上書， 308ページ。
(30) 向上書， 295ページ。
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報告書では，西ヨーロッパ諸国の「経営参加」運動が詳細に分折され，様々な西ヨーロッパ
的「参加」制度のプラスとマイナスが入念に検討されている。特に， (株式会社の監査役会に
労働組合代表を参加させている)西ドイツの経験や(重役会民労働者代表を参加させる)スウ
ェーデンの経験が高く評価されている。そして同時に，経済同友会エコノミストは，「参加」機関
において経営側代表が優勢を占めているにもかかわらず，これによって労働組合と労働者のマ
ネジメントへの忠誠心を高める乙とにある程度成功している，と特l乙強調している。また，報
告書の執筆者たちは，フランスの「参加」実践を研究し，その国では労資の衝突が激しく「参
加」は労働者の疎外を減少させることに成功していない，と結論づけていよ!従って経済同友
会の報告書では，労資の衝突を少なくし，経営者に主要な管理テコを留保し，しかも労働者の
心理的疎外の水準を低下させ，労働者の階級意識を抑えるような「経営参加」だけが，歓迎さ
れているのである。
報告書の執筆者たちは西ヨーロッパの「経営参加」実践を詳細に検討して，日本の状況は西
ヨーロッパの状況とは本質的に相違し，つぎのような特徴を有している，と指摘している。第
u乙，日本の企業では，西ヨーロッパの企業と比べると，職場規律の動揺が少なしあまり大
きな問題となっていない乙と。従って，経営者には(労働への関心を喚起し強めることをめざ
した)特別な政策に頼る必要性が存在しない。第 2 IL.，日本は「平和な」労使関係というユニ
ークな伝統で知られている乙と。日本では，西ヨーロッパと比べると，ストライキがかなり少
ない。なぜならば，経営者と労働組合がつねに共通の言葉を見出すことができるからである。
第 3 に，日本の最高経営機関は西ドイツのような二重機関制ではない乙と。乙の乙とが (1976
年法で定められたような)労働者の重役会への参加一一経済同友会エコノミストは乙れを「経
営参加の頂点」と考えている一ーをむずかしくしている。第 4 に，西ヨーロッパでは「経営参
加」が(与党でもある)社会民主党のイニシアティブのもとで実施されたが，日本の民社党は
野党の第一党でさえない乙と。そして最後に，第 5 として，西ヨーロッパでは，労働組合が産
業別あるいは職種別に組織され，非常に団結の強い組織となっているが，日本では，労働組合
が企業別に組織され，その企業別組合とナショナル・センターや産業別連合体との結びつきが
非常に弱いこ ff
経済同友会は(上述のような)日本の労使関係システムを考慮に入れて，「日本的経営参加」
概念を提起している。彼らの見解に従えば，この「日本タイプの参加」はつぎのような基本的
方向で発達しなければならない。
なによりもまず，経済同友会は労使協議制を拡大強化する乙とを提案している。ここでは，
労使協議事項と団体交渉事項を明確に区別する乙と， (生産的事項，経営的事項，人事的事項
。1) i"経営参加の論理と展望J ，東京， 1979年， 296ページ。
(32) 同上書， 298-299ページ。
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など)いかなる範囲の問題にいかなる協議形態(報告，協議，共同決定)をあてはめるべきか，
が暗黙のうちに前提にされている。経済同友会の見解に従えば，生産的性格と経済的性格の一
定の情報を，労働組合に，公開しなければならない。同友会は，また，労使協議制の機能と設
置の一般的原則を作成し(将来には)それを法制化することが必要である，と考えている。
さらに，同友会の報告では，国政レベルの「参加」委員会の設立が重要視されている。政府
代表，経営者組織代表，労組ナショナル・センタ一代表，がこの機関を構成する。三者構成委
員会は(社会経済発達プラン・プログラム，インフレ，経済の部門構造，賃上げ等々の問題を
含む)経済政策の作成に従事しなければならない，とされている。
経済同友会は，労働組合代表を重役会に参加させる可能性についての問題に関して，非常に
慎重である。だが同時に，報告書では，乙の問題を今後ヨリ深く研究し「労働者重役」制の導
入にそなえて法的な整備をすすめることも必要である，との意見も示されている。
経済同友会は，「利潤参加」制度を日本的土壌のもとで急速に普及させることが非常に焦眉
の事柄である，と考えている。たとえこの制度が(同友会エコノミストも主張しているように)
直接には「経営参加」に含まれないとしても，これは経営的事項(特に生産効率の向上)に対
する労働者や労働組合の関心を強めるのだ。
そして最後に，経済同友会は職場レベルの様々な「参加」制度の全面的発達に賛成の意を表
明している。と同時に，報告書では，経営者はそれらの制度を「効率性の追求という観点から
…・・ではなく，従業員がその能力を完全に発揮できるように」推進するのである，とのデ‘マ的
留保がつけられている。
経済同友会の見解によれば，労働組合に組織された労働者だけが「経営」に「参加」するこ
とができる。そして，乙の権利を獲得した労働組合が「社会的責任を自覚し協調の姿勢を打ち
だす」ことが，報告書では，期待されている。経済同友会は，あきらかに，協調主義的な労働
組合リーダーたちの支持をあてにしている。なぜならば，彼らは，実践が示しているように，
階級闘争を拒否する(もしそうすることによって経営構造上の立場が若干でも強まるならば)
乙とを選摂するからである。
上記の報告書の執筆者たちは客観的な立場を装い，資料そのものや(彼らが提起した) r 日
本的経営参加」概念に超階級的な性格を与え，乙のタイプの「参加」の実現は経営者にも労働
者にも有益である，と主張している。報告書では，すべての水準の経営管理において労働者の
役割を高める乙とが必要であると再々指摘されているだけではなく，乙のタイプの「参加」は
「自由私企業体制の大きな変革」をもたらし日本を「真に民主的な社会」へと転換させる，と
も主張されていよ!しかし報告書をヨリ深く分折するならば，それが支配階級の利益を(しか
。3) 1"経営参加の論理と展望~，東京， 1979年， 301-302ぺ-;_;。
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も極めて手のこんだ「遠まわりの」手段によって)防衛しようとしている乙とがわかる。
経済同友会の「参加」推進提案は，本質的には， (かなり重要な問題を含めた)人事政策問題
を審議する場合に労働組合の立場を若干だけ強化することに帰着する。しかし，新技術の導入，
生産規模の拡大あるいは縮少などの問題について労働組合と「協議する」あるいはそれに「報
告する」乙とにとどまっていることが問題なのである。(報告書で主張されているような)経
営者と労働組合が経営責任を完全に分担しあうべきだとの要求は労働者にとって不利である。
一面T，労働組合は「報告された」にすぎない事項の決定に責任をもたされ，同時に他面で，
伝統的な方式で自己の利益をまもろ可能性を奪われている。経済同友会は労働組合がストライ
キ権を捨て去ることを直接には要求していないが，責任を完全に分担するという条件下では，
ストライキは事実上不可能となる。乙の「参加」案は，本質的には，労働組合運動を(それを
改良主義的レールへと転換させる乙とによって)資本主義経済システムに「統合」させる試み
であり，巨大組合を自分たちの味方をヨ|き入れ，それを(たとえ限定された権利であろうとも
その権利を認めて)マネジメント構造に引き入れることをめざしたものである。報告書には，
経営者が「経営参加」問題に真剣に取り組まず，乙の問題に積極的に関与しないならば，日本
の労使関係は本質的に激化するであろう，との危倶が，明白に，あらわれている。
社会経済国民会議は「参加J 問題においてヨリ徴妙な立場をとっている。乙の会議は (1参
加」問題l乙関して) 3 つの報告書を準備した。 1975年の「労働組合もしくは労働者代表による
経営参加問題についてJ ， 1977年の「政策参加に関する提言J ， 1978年の「経営参加の条件J，が
それである。第 1 の報告書ではあらゆるレベルの「参加」問題に関する社会経済国民会議の観
点があきらかにされ，第 2 の報告書では国民経済レベルの「参加」が論じられ，第 3 の報告書
では「経営参加」実現の基本原則をっくりあげようと試みられている。
乙の会議の見解に従えば，日本の「経営参加」領域の主要な課題は「経済運営のための国民
(34) 
的合意、と経営施策のための労使の協力を達成する乙と」である。乙の課題の実現は 3 つの問題
(労働の人間化，経済の民主化，労働生産性の向上)の総合的解決によって可能である。報告
書では，日本の労使関係は生産協力という特別な空前絶後の特色を有している，と指摘されて
いる。それとともに，その報告書の執筆者たちは70年代の経済的混迷を指摘し，労使関係の
「平和的」性格が深い危機におちいっている，と悲痛な思いで確認している。国民会議では，
乙のような危機を「参加」制度を推進し深める乙とによって克服する乙とが計画されている。
報告書で強調されているように，労使の対決ではなく労使の対話の拡大が日本の「経営参加」
のライトモチーフとならなければならないのである。
上述の報告書の執筆者の見解に従えば，労働者や労働者代表の経営「参加」は 4 つのレベル
(34) IT'経営参加の論理と展望~，東京， 1979年， 287ページ。
(35) 同上書， 286-287ページ。
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(職場，企業，産業部門，国民経済)でおこなわれる。国民会議は職場レベルの労働者の権力
の拡大には余り意義を与えず，ヨリ高いレベルの「参加」の推進に注目し企業レベルの「参加」
を最も重要視している。このレベルでは， 3 つの「参加」方法(団体交渉，労使協議制，労働
重役制)がとりあげられている。そして，企業レベルの「労使協議制」が，この会議の考えで
は，「経営参加」の基礎とならなければならないので、あど
この報告書では，「労働者の経営参加」の (70年代日本の)現状が(上述の目的の達成とい
う観点からみて)非常に不充分なものとして特徴づけられている。そして，労使関係システム
の発達一一国民会議によれば，「参加」がその基礎とならなければならないのであるが一一は
つぎのような万向ですすめられるべきだ，と提言されている。 (1)労使協議制を拡大し強化する
こと。 (2)労使関係の重点を労使対等や相互協力へと移すこと。 (3)労働組合に経営責任の一部を
転嫁すること。 (4)労働組合へ情報を積極的に提供する乙と。報告書では，労働者と労働組合の
経営参加領域が明確に指摘されている。職場レベルでは，労使同数の代表からなる職場機関を
設置し，それに，生産工程の変更，要員計画の作成，安全衛生管理，職場規律の確保などに関
する全権を与えることが前提にされている。企業レベルでは，国民会議が考えているように，
労使協議委員会が，経営の基本方針，職制機構の変更，新機種の導入，環境対策，教育訓練計
画，雇用・配転等々の要員計画，などの問題を解決しなければならない。産業部門レベルでは，
労働組合産業別(業種別)連合体や経営者組織の代表から成る産業別労使協議機関に，公害対
策，新しい産業政策の推進，市場への対応，労働政策の決定等々の問題の研究に従事するよう
に勧告されている。そして最後に国民経済レベルでは，第 1 の報告書によれば，各種の政府関
係審議機関l乙労使同数の代表を参加させることが必要であ♂第 2 の報告書では，乙の問題が
〔第 1 の報告書と比べると〕若干異なって解釈されている。そこでは，労・使および消費者の
代表を政府関係審議会に参加させることが提案されている。だが同時に，これらの委員会の法
的地位に関しては，報告書では， l'かなる具体的な勧告もみられない。そこには，乙の問題を
ヨリ深く研究していくために(政府，経営者組織，労働組合の代表から成る)特別な委員会を
創設すべきである，と述べられているにすぎなし句
「経営参加」問題に対する国民会議の立場はピック・ビジネスの保守層に極めて「革命的に」
映った。この会議の「共産主義支持」傾向を指摘するブ、ルジョア出版物さえも存在する。それ
故に， (新聞雑誌での非難に答えた)第 3 の報告書では，国民会議は(彼らは資本主義を支持
していないのではなし可かという疑いを払いのけるために)自己の立場をヨリ明確に規定してい
る。国民会議の見解によれば，労働組合が「我」社に対して「忠誠心」をもつことが(日本的
。6) ~経営参加の論理と展望~，東京， 1979年， 287~288ページ。
(初向上書， 288~289ページ。
(38) 向上書， 292ぺーツ。
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土壌のもとで「経営参加」を成功裡に推進していく)主要なそして必要な条件である。経営者
と労働組合の活動の主要目的は企業の繁栄であり，経営参加はこの目的の実現を促進しなけれ
ばならない，と報告書では強調されてい弐かくして，乙の組織はブルジョア的改良主義や社
会政策以外のなにものをも提案していないしまたできないのである。
事実，社会経済国民会議が提起した「経営参加」案の目的は(労働組合を資本主義経済生産
構造に「統合」し彼らの利害を資本に従属させる乙とによって)労使の対決を少なくする乙と
である。報告書では，経営事項において労働者の見解を考慮しなければならない乙とが確認さ
れ，多数のそして多層にわたる「参加」制度が提起きれている。それとともに，報告書をヨリ
注意深く分折するならば(たとえ第 3 報告書を考慮に入れなくとも) ，乙れらの勧告には，企
業経営そして産業部門や国民経済全体の規制に対する労働者組織の現実的影響を強化するため
の具体的措置が余り指摘されていないことがわかる。例えば，国民会議は労使協議制の推進を
アッピールしているが，これらの機関においてし1かにして決定がなされるのカト一一双万の合意
が必要なのか，そのような合意が得られない場合いかにして行動するのか，参加は報告や協議
に限定されるのかーーを黙殺している。会議は労働者重役制を(乙わごわではあるが)支持し
ているが，最も重要な問題(すなわち，重役会l乙労働者と経営者の代表をいかなる比率で選出
するのか)を未解決なままにしている。かくして，社会経済国民会議の案は支配階級の社会的
デマの見本である。それは言葉の上では労働者の利益を擁護しているが，実際l乙は階級闘争を
確認しているのだ。乙の案の提唱者たちは， (その実現にともない)改良主義的な労組のリー
ダーが資本主義支持の立場を明確に示し，どちらの立場をとるか決めかねている人々が右翼化
していくことを期待しているのである。
日本生産性本部は， 70年代も，「経営参加」問題の研究を続けた。この組織が(日本のピッ
クビジネス組織のなかでは) r参加」問題に最も積極的である。生産性本部は (60年代に示し
た)考え方を継承発展させ，「参加」問題を総合的に研究し，基本的な研究資料(fi'参加時代の
労使協議制dI， fi'経営参加の日本的構造と労使の課題dI， fi'経営参加と労使関係』等々)を発表し
た。また1974年には中山伊知郎著『労使関係の経済社会学』が出版されたが，そこには「経営
参加」問題の分折が大きな課題であった。そして， 1975年から毎年『労使関係白書』が出版さ
れはじめた。
『労使関係白書』の見解によれば，労働者の経営「参加」運動の今日の発達段階は70年代の
経済不況(通貨制度の危機，エネルギー危機， 1974-75年の戦後最大の経済危機)と直接に結
びついている。『労使関係白書dI (1980年)では，乙の時期，日本社会は過渡的状況下にあり，
労使関係の危機を体験した，と指摘されていよ!それ故に，生産性本部エコノミストの見解に
側社会経済国民会議『経営参加の条件.ll，東京， 1978年， 2 ページ。
附1) ï"労使関係白書~，東京， 1980年， 212ページ。
-100-
アー・オルフェノフ『日本的経営参加。神話と現実』
従えば，「社会意議」の成熟が70年代の「経営参加」の主要な目的とならなければならなかっ
たのだ。日本の労働者の「社会意識」を高めたいという要求の背後に， (過渡期の経済不況を労
働者階級の肩に転嫁させたいという)大資本の意図が隠されていることは，まぎれもない事実
である。
これらの資料によれば，日本生産性本部は職場レベルの労働者の権利の拡大を(これを「経
営参加」の 1 つとしてみなしていないにもかかわらず)積極的に支持している。基本的な活動
方向の 1 つは(筆者の見解では，「参加」概念に含まれるものを含む)最新の労働組織形態の
研究の宣伝である。それと同時に，生産性本部は産業部門や国民経済レベルの労働者の経営参
加については言及さえしていなかったはのことによって，生産性本部がそのような「参加」
に否定的であることがわかる)。生産性本部の見解では，企業(と会社)レベルの問題が重要な
のである。
日本生産性本部が提示している分類によれば，日本では，企業レベルで，つぎのような「参
加」制度が実践されていポ団体交渉，労使協議制，苦情処理制度，提案制度，利潤参加。(生
産性本部が日本で推進すべきであると勧告した)基本形態は労使協議制である。
しかし(生産性本部によって提起きれている)この制度の推進プログラムを分折すると，そ
こには，以前の提案と比べて新しいものがなにもないことがわかる。すべての議論は以前と同
じように労使協議制と団体交渉の分離に関する問題に集中し，この問題は「労使関係の二重性」
の精神で解決されている。それと同時に，生産性本部は， (伝統的に団体交渉で解決されてき
た)一連の諸問題は今後協議機関において協議されるべきである，としている。生産性本部エ
コノミストは，このことを，多数の問題が「労使の相互利益」の領域であるとの国民的合意が
成立していることによって，説明している。
生産性本部は，協議機関はいかにして推進されるべきか?という問題に対して(ピック・ビ
ジネス組織と比べると)かなり明確な立場をとっている。生産性本部の見解に従えば，協議は
報告に限定されなければならない。従って，いかなる手続で共同決定するかは一般に問題とな
りえないのである。だが同時に生産性本部エコノミストは何故か経営責任の一部分を労働組合
に負わせようとしてし144L乙れは理解しがたい。改良識的な労働組合でさえもこのような
(本質的には情報だけしか与えない一ーしかもこれは自己の判断で利用できないものであり，
経営側に一定の義務を引きうけなければならないのだ) r参加」を志向するとは思えない，と
の印象をうける。
あとの残りの(会社レベルの) r経営参加」は，生産性本部の出版物では，余り注目されて
いない。生産性本部エコノミストは労働者の立場が強まることを恐れて，労働組合代表の取締
(41) F経営参加の日本的構造と労使の課題ゎ東京， 1975年， 3 -4 ページ。
仰 『日本の労使協議制。その実態と課題.1.東京. 1976年. 15ページ。
-101 
宮坂純一
役会への参加システムを鋭く批判している。彼らはその他の(上述の)システムについては肯
定的な意見を述べ，それらによって経営者と賃労働者の聞に「利害の一致した関係」が確立さ
れるようになる，と指摘している。
かくして，日本生産性本部の「参加」案は団体交渉制度を破壊し労働組合の力を弱め経営側
に従属させることをめざしていることがわかる。乙のモデルの提唱者たちは「経営参加」問題
にヨリ真剣に取り組む乙との必要性を指摘しているが，同時に(それを媒介することによって，
労働者とそのリーダーの経営政策への影響が強化きれないだけではなく本質的に弱まり，それ
とともに「参加」妄想がヨリ完全となるような)道具をっくりあげているのである。乙れは，
いうまでもなく，支配階級にとっては極めて魅力的である。しかし，乙のような「参加」を実
際の労資関係のなかに根づかせることに成功するかといえば，それは疑問である。
(独占資本の研究組織によって日本での実施をめざして提起きれている) r経営参加」の基
本形態はこのようなものである。彼らの実践的勧告は本質的に極めてお互に相異しているよう
にみえる。あるものは職場レベルの「参加」を重要視しているし，他では企業レベルのそれが
前面にだされている。あるものは労働組合の経営「参加」に激しく反対しているが，他のもの
は組織された労働者だけが「参加」できる，と考えている。あるものは労働者代表の取締役会
への参加を認めようとはしないが，他のものはこれに大きな意義を与えている。乙のように上
述してきたプログラムには本質的に異なる命題が存在しているかのように思われるが，独占ブ
ルジョアジーの(彼らが「経営参加」に提起している装飾用の目的ではなく)本当の目的をあ
きらかにするならば，多くの点で一致する特質を見出すことは困難ではない。しかもそれらは
主要な(基本的な)問題にかかわっているのだ。
なによりもまず，ピック・ビジネスは(日本が経済的領域と社会的領域において体験してい
る)困難な局面を極めて現実的に評価し，それを(労働者を犠牲にして)解決しようとしてい
る。それと同時に，経営者たちはしゃにむに行動せず，迂回的な方途を選ぴ，「階級協力」を
強化することを志向している。さらに，支配階級には経営権を放棄する意思は全くなし (た
だ利潤量の増加につながり，資本主義的な生産手段管理プロセス，すなわち，労働現場，職区，
職場，にほとんど影響を及ぼさない場合にのみ)意思決定への「参加」の権利を労働者に与え
るにすぎないのである。(ヨリ高い経済レベルの)そのようなプログラムには，共同決定に影
響を与える効果的な道具が含まれていない。経営者たちは口先では「経営参加」の推進を主張
しているが，実際は経営事項に対する労働者の影響力を(公然とあるいは隠然とストライキや
団体交渉に反対しながら)排除しようとしている。結局のと乙ろ，大資本は「参加」テーゼを
利用する乙とによって労働組合や労働運動を背後から攻撃し，プロレタリアートの階級闘争の熱
を下げることをめざしているのだ。乙れらの乙とは，日本の独占組織によって宣伝されている
「経営参加」はプロレタリアートに対する支配階級のみせかけの譲歩にすぎない，との結論を
可能にする。事実，資本は(社会的操作という政策を利用して)日本の労働者の権利を(あか
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らさまの形態をとらずに)切り崩そうとしているのである。
日本政府は長い間「経営参加」に関して(あたかも様々なブ、ルジョア・ク、、ループがこの現象
に対してそれぞれ独自な態度をとることを許しているかのよう l乙)なにも発言してこなかった。
1980年にはじめて労働省が資料「労使協議制の推進について」を公表した。そこには〔本書で〕
(分折したプログラムに述べられている)すべての観点が総括されている。特に，ピック・ビ
ジネスのなかにこの問題に対する見解にかなりの不一致が存在していることが指摘され，この
領域の政策を統ーしたいとの希望が述べられている。労使協議制の推進と職場レベルの直接の
労働活動の管理における労働者集団の権利の拡大，が日本の「参加」推進の基本的方向として
認められた。資料では，取締役会への労働組合代表参加の可能性という問題に対して極めて懐
疑的な態度がみられる。また，労働省内に( r参加」制度の形態やその導入方法そしてその運
営原則に関する実践的勧告を作成するために)特別委員会を設置することが決定された，と公表
されていた。委員会には，特に，「経営参加」の立法手続きの合目的性について判断を下すと
いう課題が提起された。組合代表，経営者代表，政府代表そして(経済学や労働社会学を専攻
する)著名な学者，がメンバーとなるように計画されていfj!
この委員会が結局は設置きれなかった乙とは極めて注目すべき事柄である。政界が「参加」
問題における大資本の主導権を完全に認め ， (乙れらの問題を規制する)特別な法律の制定は
適切ではないと考えている，との印象をうける。これはまず70年代になって日本のプロレタリ
アートの経済闘争が一時的におちこんだことと結びついている。 1974年には「春闘」において
970万労働日が失われたが， 1978年にはそれが140万労働日に， 1979年には90万労働日に， 1980 
年には100万労働日になっ d!
日本の労働組合運動の発達にも(左翼勢力にとって)極めて否定的な傾向があらわれた。総
評の多数の日和見主義的な活動家たちが同盟とヨリ密接な(しかも反共産主義的な)協力政策
をとりはじめた。全体として，日本の労働組合運動は最近右傾化を強めている。そのために，
支配階級が労働組合の「統合」を実現するために「経営参加」という特別な道具をヨリ一層実
践的に推進することがそれほど緊迫したものではなくなってきた。
これらの(日本の労働組合運動の)否定的現象によって ， 70年代の後半に，ブルジョア的
「参加」が強力に宣伝された。労働者階級の政党や左翼系の労働組合はこれらの条件のもとで
本質的にはブルジョア的「参加」プログラムの批判に終始し，自分たちの代替概念を提起しな
かった(乙れについては以下の行論にて詳細に検討する)。
最近日本の支配者層のなかに「参加」への関心が著しく高まってきたと思われる。日本の工
業は急速にロボット化され，これが日本の労働者の状態に否定的な影響を及ぼしはじめている。
(43) (労働組合)， 1980年， No.5 , 81ページ。
刷 『労働統計要覧~， 1982年， 204ページ。
? ?? ?
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近い将来ロボット化は経済全体に及ぶであろう。それ故に，経営者もヨリ洗練化された社会的
操作に進まざるをえないのである。その基本的手段の 1 つが，いうまでもなく，ヨリきめ細か
く熟慮された「経営参加」である。
(いままでの行論で考察してきた)ピック・ビジネスの「参加」プログラムは全体として個
々の資本家にもトップマネジメントにも支持されている。以下の行論で示されるように，職場
レベルの「参加」制度や労使協議制は日本の圧倒的大多数の企業で導入されている。同時に，
経営者は( r頭脳センター」から具体的な指示をうけることなりその制度のヨリ一層の発達
を(ヨリ慎重に)めざしている。日本生産性本部が実施した調査結果によれば， 70年代中頃に
は，大企業の経営者の半数以上が(それらの企業にすでに存在している)協議機関の活動に満
足しており， 20%程度がその制度の拡大と、深化に反対しているにすぎなかっ d! 彼らは労働者
重役制度の普及にはヨリ控え目な態度をとっている。社会経済国民会議の資料によれば，被質
問経営者の 5.8 %が乙の制度を立法化すべきである，と述べていたにすぎなし句彼らは，その
代りに，取締役会にかつての組合指導者を参加させるように提案している。現在では，同じく
国民会議の資料によれば，従業員 200 人以上の会社の59%が乙のような実践にすがってい♂
乙の場合労働者の利益のいかなる防衛も問題となりえない乙とは明白である。イワノフはこれ
に関してつぎのように述べている。 r(現在の)みせかけの代表制の実践は現役の組合指導者に
会社への忠誠心を育成する乙とをめざしている。会社の利益への忠誠が目覚れば，将来の『有
利な地位』が保証されるの721
ヨリ高いレベルの「参加」は支配階級のごく少数の代表によって支持されているにすぎない。
全体として， トップマネジメントは，「参加」は(たとえそれが厳しい統制のもとで実施された
としても)労働者階級が企業管理や経済全体の管理のプロセスに効果的に影響を及ぼす手段へ
と転化することになる，との危棋を，あからさまに表明している。 (続)
(以上の翻訳については， (株)日ソ著作権センター，ソ連邦著作権協会を経て，原著者の許諾
を得ているJ
出，) 11 日本の労使協議制.1， 49ページ。
(46) 11変貌する労使関係。 21世紀の長期予測.1，東京， 1977年， 24-25ページ。
(刊 1121世紀の戦略。危機をどう乗り越えるか.1]，東京， 1978年， 59ページ。
側 アー・イワノフ「労働者の経営参加の問題と日本の現実J ， 129ぺーツ。
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(訳者後記)
オルフェノフの著作には当然のこととして多数の日本の文献が引用されている。ただその引
用の仕方をみると，日本の文献が 1 字 1 句そのままロシア語に訳されているというよりは，原
文の主旨がくみとられそれがオルフェノフの文脈のなかに組み入れられているようである。こ
の翻訳ではオルフェノフの主張を正確に把握することをめざしているために，彼の原文を尊重
しそれにもとづいて訳している。従って，拙訳で引用されている箇所は日本の文献の当該箇所
の文章と必ずしも一致していない。
???

